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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期
決算年月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月

売上高（千円） 23,319,12123,699,99223,429,87626,156,84517,896,144

経常利益又は経常損失

（△）（千円）
△705,452△480,794△878,230△156,676 888,670

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△1,166,416△1,078,612△1,918,010△2,810,6621,318,876

純資産額（千円） 10,112,9168,758,3226,740,0603,921,7295,219,889

総資産額（千円） 18,604,02316,813,84116,884,45516,320,54813,513,228

１株当たり純資産額（円） 714.15 634.59 487.24 282.12 375.85

１株当たり当期純利益又は１

株当たり当期純損失（△）

（円）

△102.39 △76.54 △139.00 △203.69 95.58

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 54.4 52.1 39.8 23.9 38.4

自己資本利益率（％） △11.8 △11.4 △24.8 △53.0 29.1

株価収益率（倍） － － － － 2.48

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△164,561 819,033△938,034△1,086,296553,949

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,086,826671,262△296,399△755,145 △90,328

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
825,132△1,380,7391,560,8061,816,046△868,861

現金及び現金同等物の期末残

高（千円）
383,762 493,090 819,758 794,361 389,104

従業員数

[外、平均臨時雇用者数](人)

286

[216]

344

[196]

366

[187]

307

[192]

160

[143]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第33期は、希薄化効果を有する潜在株式は存在するもの

の１株当たり当期純損失であるため、第34期、第35期及び第36期は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため、第37期は、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

３．株価収益率については、第36期までは当期純損失のため記載しておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期
決算年月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月

売上高（千円） 20,947,81020,429,5479,782,092974,575 790,560

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
366,576 313,913 158,496 77,949 △35,742

当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△854,764△844,609△1,599,683△4,225,779795,765

持分法を適用した場合の投資

利益（千円）
－ － － － －

資本金（千円） 4,299,2204,299,2204,299,2204,299,2204,299,220

発行済株式総数（千株） 14,520 14,520 14,520 14,520 14,520

純資産額（千円） 10,677,0469,545,9257,852,0593,621,9834,397,032

総資産額（千円） 17,814,75016,227,14812,155,27511,628,72611,079,923

１株当たり純資産額（円） 753.98 691.67 568.07 260.40 316.21

１株当たり配当額

(うち１株当たり中間配当額)

（円）

10.00

(5.00)

10.00

(5.00)

－

（－）

－

（－）　

－

（－）

１株当たり当期純利益又は１

株当たり当期純損失（△）

（円）

△75.03 △59.93 △115.93 △306.25 57.67

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） 59.9 58.8 64.5 30.9 39.4

自己資本利益率（％） △8.3 △8.4 △18.4 △73.9 20.0

株価収益率（倍） － － － － 4.11

配当性向（％） － － － － －

従業員数

[外、平均臨時雇用者数](人)

139

[166]

119

[134]

15

[3]

15

[3]

14

[3]

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第33期は、希薄化効果を有する潜在株式は存在するもの

の１株当たり当期純損失であるため、第34期、第35期及び第36期は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄

化効果を有している潜在株式が存在しないため、第37期は、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

３．株価収益率については、第36期までは当期純損失のため記載しておりません。

４．配当性向については、第36期までは当期純損失のため、第37期は無配のため記載しておりません。

５．第35期の売上高が前期に比して大幅に減少しているのは、当社が、平成19年９月３日付で会社分割により持

株会社となったことによるものであります。
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２【沿革】

　当社（昭和54年11月１日設立、本店　香川県綾歌郡宇多津町、額面50円）は、株式会社シムリー（昭和48年８月17日設

立、本店　香川県高松市、額面10,000円、以下「旧株式会社シムリー」という。）の額面金額を変更するため、平成２年

３月１日を合併期日として同社を吸収合併し、同社の資産、負債及び権利義務の一切を引き継ぎ、同日、本店を香川県

高松市に移転しました。当社は合併後において、被合併会社の営業活動を全面的に継承しました。

　なお、当社は、設立当初は理髪及び美容用品等の販売業を営んでおりましたが、合併時には昭和57年から営業を停止

した状態となっておりました。

　従って、実質上の存続会社は、被合併会社である旧株式会社シムリーでありますから、以下に記載する合併前の状況

につきましては、別段の記述がない限り、実質上の存続会社である旧株式会社シムリーに関するものであります。

　また、合併後の期数については、旧株式会社シムリーの期数を継承しております。

年月 概要

昭和48年８月 当社の元代表取締役社長南保正義が香川県高松市において株式会社なんぽ企画を設立。

昭和53年９月 チラシ型カタログ「サンフローリアン」を創刊し、カタログ通信販売を開始。

昭和59年９月 神戸市中央区に神戸オフィスを開設。（平成５年２月、現在地に移転）

昭和59年10月「イマージュコレクション」カタログを創刊し、頒布会システムによる販売を開始。

昭和61年３月 香川県綾歌郡国分寺町に物流センターを開設。（平成２年８月廃止）

昭和62年８月 株式会社なんぽ企画を株式会社シムリーに商号変更。

平成２年１月 香川県綾歌郡国分寺町（現：香川県高松市）に受注センターを開設。

平成２年２月 香川県綾歌郡宇多津町に物流センターを開設。

平成２年３月 株式額面金額変更のため、形式上の存続会社である株式会社シムリーと合併。

平成５年７月 大阪証券取引所市場第二部上場。

平成６年８月 東京都千代田区に東京オフィスを開設。（平成22年２月、現在地に移転）

平成７年３月 香川県香川郡香南町（現：香川県高松市）に物流センターを開設。

平成12年６月 本社を現在地に移転。

平成12年８月 月指定予約販売カタログ「ルブラン」（平成13年２月に「ブランカフェ」に、平成19年８月に「イ

マージュ ルージュ」と改称）を創刊。

平成12年９月 米を原料とした基礎化粧品「ライスフォース」を発売、同名のカタログを創刊。

平成13年２月 大阪証券取引所市場第一部指定。

平成14年６月 株式譲受により株式会社リジェールを子会社化。（平成19年９月㈱アイムに吸収合併され解散）

平成14年11月株式譲受により株式会社ミンクス（平成17年11月㈱アイ・フュージョン・インターナショナルに、

平成20年２月㈱Ｓ.Ｃパートナーズに商号変更）を子会社化。

平成15年１月 東京証券取引所市場第一部上場。

平成16年12月

株式会社イマージュ・ネットを子会社として設立。

株式譲受により株式会社トランスコンチネンツ（平成20年２月㈱Ｔ.Ｃターミナルに商号変更）を

子会社化。（平成21年11月清算結了）

平成17年７月 株式会社アイムを子会社として設立。

平成17年８月 株式会社シムリーを株式会社イマージュに商号変更。

平成19年９月 

会社分割により持株会社体制に移行。

株式会社イマージュを株式会社イマージュホールディングスに商号変更。

新設分割会社として株式会社イマージュを設立。

平成19年10月 
株式譲受により株式会社Ｆ.Ｂ.Ｐパートナーズを子会社化。（平成21年11月清算結了）

株式会社イメージングを合弁会社として設立。(平成20年５月合弁解消、平成21年11月清算結了)

平成20年３月　
株式譲受により株式会社東京キャン及び株式会社ノイを子会社化。（平成21年４月　株式譲渡によ

り非子会社化）
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社イマージュホールディングス）、子会社４社及び関連

会社１社により構成され、通信販売事業、不動産賃貸事業及びその他の事業を行っております。

　各部門に係る事業内容と主要な関係会社は、概ね次のとおりであります。

　なお、次の３部門は「第５　経理の状況　１．（1)連結財務諸表　注記事項」に掲げる事業の種類別セグメント情報の

区分と同一であります。

＜通信販売事業＞

　カタログ等を媒体とする通信販売により衣料品等の販売を行っております。主要な商品は、衣料品、趣味・家庭用品、

化粧品等であります。当該部門に係る関係会社（連結子会社）は、衣料品を中心として通信販売を行う株式会社イ

マージュ、化粧品の通信販売を行う株式会社アイム、衣料品の生産管理業務等を行う株式会社Ｓ.Ｃパートナーズ、イ

ンターネットのウェブサイト運営等を行う株式会社イマージュ・ネットであります。

＜不動産賃貸事業＞

　当社の保有する物流施設や遊休土地等を外部企業に賃貸しております。

＜その他の事業＞

　衣料品の卸売事業を行っております。当該部門に係る関係会社（連結子会社）は、株式会社Ｓ.Ｃパートナーズであ

ります。　

　また、持分法非適用の関連会社である常州希夢時装有限公司は、中国江蘇省において衣料品縫製業を営んでおりま

す。

　従来、行っておりました店舗販売事業につきましては、株式会社Ｔ.Ｃターミナルの店舗閉鎖及び株式会社東京キャ

ンの株式譲渡に伴い、同事業より撤退いたしました。

　　事業の系統図は、概ね次のとおりであります。

（注）１．連結子会社であった㈱東京キャン及び㈱ノイは、平成21年４月30日付で株式譲渡により連結子会社でなくなり

ました。

　　　２．連結子会社であった㈱Ｔ.Ｃターミナル、㈱Ｆ.Ｂ.Ｐパートナーズ及び㈱イメージングは、平成21年11月30日付で

清算結了いたしました。
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容

議決権の
所有又は
被所有割
合
（％）

関係内容

（連結子会社）      

株式会社イマージュ

（注）１、２
香川県高松市 300,000

（通信販売事業）　

衣料品、趣味・家庭

用品等の通信販売

業

100

設備の賃貸あり

役員の兼任あり

資金の貸借取引あり

株式会社アイム

（注）１、３
香川県高松市 10,000

（通信販売事業）

化粧品の通信販売

業

100

役員の兼任あり

資金の貸借取引あり

被債務保証あり

株式会社イマージュ

・ネット
東京都目黒区 10,000

（通信販売事業）

インターネットの

サイト運営

100

当社グループのインターネッ

ト販売に係るＷｅｂサイトの

運営を受託している

役員の兼任あり

資金援助あり

債務保証あり

株式会社Ｓ.Ｃパー

トナーズ 
神戸市中央区 20,000

（通信販売事業）

（その他の事業）

衣料品の生産管理、

販売業

100

当社グループの取扱う衣料品

の生産管理業務を行っている

役員の兼任あり

資金援助あり　

債務保証あり

担保の提供あり　

（注）１．特定子会社に該当しております。

　　　２．株式会社イマージュについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が

10％を超えております。

　　　　　主要な損益情報等　　（1）売上高　　 　12,275百万円　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　（2）経常損失　　 　 411百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（3）当期純損失　 　 184百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（4）純資産額　　 　 570百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（5）総資産額　　  3,715百万円

　　　３．株式会社アイムについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割合が10％を

超えております。

　　　　　主要な損益情報等　　（1）売上高　　　  5,714百万円　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　（2）経常利益　　  1,081百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（3）当期純利益 　　 623百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（4）純資産額　 　 1,861百万円

　　　　　　　　　　　　　　　（5）総資産額　　  3,117百万円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年２月28日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名）

通信販売事業  142[140] 

不動産賃貸事業  －[ －] 

その他の事業  4[ －] 

全社（共通）  14[　3] 

合計  160[143] 

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。

３．従業員数が前連結会計年度末に比べ147名減少しているのは、主に、平成21年４月30日付の株式譲渡により、

株式会社東京キャン及び株式会社ノイが連結子会社でなくなったことによるものであります。

(2）提出会社の状況

 平成22年２月28日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

14[　3] 41.1 13.5 5,823,407

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外給与を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　当社には、現在労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、外需の増勢による輸出の回復や政府の経済対策による効果等もあって一

部に持ち直しの動きが見られたものの、雇用・所得環境は依然として厳しい状況で推移しており、景気の先行きに

ついては未だ不透明な状況が続いております。 

　　当社グループが属する小売業界においては、エコポイントやエコカー補助金等の政策効果から乗用車や液晶テレビ

などの一部の耐久財が伸長したものの、衣料品やサービス関連などその他の分野においては消費者の買い控え傾向

が継続しており、引き続き非常に厳しい経営環境が続いてまいりました。　

　　このような環境のなかで、当社グループは、業績回復の足かせになっていた店舗販売事業の整理を図り、通信販売事

業に経営資源を集中させて安定的に利益計上できる体制を構築すべく、地道な事業運営に取り組んでまいりまし

た。

　　当連結会計年度の業績につきましては、中核事業の通信販売事業の売上高が若干計画を下回る水準にとどまったこ

とに加え、店舗販売事業から撤退したことによる減収により、売上高は178億９千６百万円（前連結会計年度比

31.6％減）となりました。

　　損益面におきましては、中核事業の通信販売事業において売上高が計画を下回ったものの、不採算の店舗販売事業

がなくなったことなどから、営業利益９億８千７百万円（前連結会計年度は１億３千８百万円の損失）、経常利益

８億８千８百万円（同１億５千６百万円の損失）となりました。

　　当期純利益は、事務所移転に伴う固定資産除却損等、総額９千６百万円を特別損失として計上した一方、投資有価証

券売却益１億円、債務免除益１億９千７百万円及び店舗閉鎖損失引当金戻入額１億２千１百万円等、総額４億２千

１百万円を特別利益として計上したこと、また、次期より連結納税制度を導入することに伴い、将来の税金負担軽減

見込額を繰延税金資産として計上したことにより会計上の税金費用が軽減したことなどから、13億１千８百万円

（同28億１千万円の損失）となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　（通信販売事業）

　　主力の「イマージュ」カタログ及び姉妹媒体の「イマージュ ルージュ」カタログにつきましては、従来より注力

してきた価格競争力を有する商品の企画開発をはじめ、売場としてのカタログ誌面の改善努力を継続しながら購入

顧客数の維持に努めると同時に、新規顧客開発等でインターネットチャネルをより効果的に活用しつつ紙カタログ

の発行部数を削減することにより販売促進経費効率の向上を図ってまいりました。

　　化粧品「ライスフォース」につきましては、全体としては売上と利益のバランスを勘案しつつ慎重な事業運営に取

り組みながら、一方で、一昨年に投入したにきび対応の新シリーズ商品「アクポレス」の売上拡大に向けて有効な

販売促進施策を発見すべく様々な模索を続けてまいりました。

　　通信販売事業の売上高は、化粧品事業については概ね計画通りの売上高を確保したものの、衣料品系カタログ「イ

マージュ」及び「イマージュ ルージュ」においては、カタログ発行部数削減に伴う購入顧客数の減少に加え１件

当たりの購入単価が低下傾向となったことなどから、全体としては計画を下回る174億４千２百万円（前連結会計

年度比20.5％減）となりました。

　損益面におきましては、化粧品事業における採算が比較的堅調に推移した反面、衣料品系カタログにおいて１件当

たりの購入単価が低下したことで配送費等の変動費比率が上昇したこと、また旧シーズン商品在庫の削減を積極的

に行ったことでバーゲン販売の構成比が高まり売上総利益率が低下したことなどから、営業利益は12億８千６百万

円（同28.5％減）となりました。

　（不動産賃貸事業）

　　当社所有の物流施設や遊休土地等を外部企業に賃貸する不動産賃貸事業の売上高は１億８千７百万円（前連結会

計年度比18.5％減）、営業利益は１億１千９百万円（同25.0％減）となりました。

　（その他の事業）

　　子会社の株式会社Ｓ.Ｃパートナーズにおける衣料品の卸売事業等の「その他の事業」の売上高は２億６千５百万

円（前連結会計年度比10.2％増）、営業利益は４千万円（前連結会計年度は２千３百万円の損失）となりました。

　なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　　当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ４億５百万

円減少し、３億８千９百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動の結果獲得した資金は、５億５千３百万円（前年同期は10億８千６百万円の使用）となりました。

　　これは主に、税金等調整前当期純利益が12億１千３百万円となったこと、また、たな卸資産が７億９千２百万円減少

した一方、仕入債務が10億円減少したこと及び法人税の支払額７億６千７百万円があったこと等を反映したもので

あります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動の結果使用した資金は、９千万円（前年同期比88.0％減）となりました。

　　これは主に、投資有価証券の売却による収入１億５千万円があった反面、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売

却による支出１億５千４百万円及び差入保証金の差入による支出９千８百万円があったこと等を反映したもので

あります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動の結果使用した資金は、８億６千８百万円（前年同期は18億１千６百万円の獲得）となりました。

　　これは主に、社債の発行による収入８千５百万円があった反面、長期借入金の返済による支出６億２千１百万円及

び短期借入金の純減少額４億１千３百万円があったこと等を反映したものであります。

２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　生産は行っておりません。

(2）受注状況

　受注生産は行っておりません。

(3）販売実績

　当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

販売金額（千円）
当連結会計年度

（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

前年同期比（％）

通信販売事業 17,442,375 △20.5

不動産賃貸事業 187,830 △18.5

その他の事業 265,937 10.2

合計 17,896,144 △31.6

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

　　　　２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

(4）仕入実績

　当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

仕入金額（千円）
当連結会計年度

（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

前年同期比（％）

通信販売事業 6,395,865 △29.8

不動産賃貸事業 － －

その他の事業 143,537 △8.1

合計 6,539,402 △43.5

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループは、事業全体の効率性・財務の安全性確保等、経営効率の向上に重点を置き、保有する経営資源を有効

活用させ、時代の変化に即した新たなグループビジネスモデルを構築すべく、カタログ・インターネット・小売店舗

の複合的販売チャネルの展開により、売上高の拡大と効率性の向上による利益の確保を目的として事業運営に取り組

んでまいりました。しかしながら、店舗販売事業においては人材とノウハウの欠如から、多額の損失を計上する状況が

続き、当社グループは、数年間にわたり業績低迷を余儀なくされる状況が続いてまいりました。

　当連結会計年度におきましては、漸く店舗販売事業の整理撤退を完了し、６期ぶりに営業利益を計上することが出来

ましたが、今後も安定的に利益計上できる体制を構築すべく、通信販売事業に経営資源を集中し効率的な業務運営に

取り組んでまいります。　

　個人消費が伸び悩む厳しい経営環境のもと、当社グループは、特に下記の課題解決に取り組んでまいります。

①衣料品系カタログにおける採算性の向上

　「イマージュ」及び「イマージュ ルージュ」カタログについては、価格競争力を有する商品の企画開発やカタログ

誌面の改善などの取り組みにより、平成19年の春夏シーズンにおいては売上高の低下傾向に歯止めがかかり回復の兆

しが現れたものの、同年秋の米国の金融危機を契機とした世界的な景気後退等外部環境の変化もあり、平成20年の春

夏シーズンからは再び売上高が減少傾向となり、事業の採算性も悪化傾向となっております。

　従来に比べ、紙カタログに係る販売促進経費効率が悪化傾向にあることから、下位顧客層に対するカタログ送付を抑

制する一方、インターネットチャネルをより効果的に活用すべく、話題性のあるイベントへの参加など対象顧客層に

アピールできる仕掛づくりを積極的に実施することで、ブランド認知度の向上とインターネットサイトへの集客力の

向上を図り、販売促進経費全体の効率向上を図ってまいります。また、商品在庫管理を厳格化しバーゲン販売比率を低

下させることによる売上総利益率の改善や返品率の低下施策を実施することで採算性の向上に努めてまいります。

②化粧品事業の一段の規模拡大

　保湿系の「ライスフォース」シリーズにつきましては、売上高が踊り場傾向となっておりますが、当面は現状水準の

売上高を維持しつつ、安定的な利益を確保するよう努めてまいります。

　にきび対応の「アクポレス」シリーズにつきましては、発売以来効果的な販売促進施策発見のために、様々な模索を

してまいりましたが、今後は、従来に比して販売促進経費を積極的に投入し、売上高の拡大を図ってまいります。

　また、事業全体の中期的な規模拡大を見据えて、海外市場における事業展開に向けた足がかりをつけるべく、具体的

な方策を模索してまいります。　

③通信販売に係るインフラ設備の稼働率向上

　衣料品系カタログの売上高の低下に伴い、情報システムや物流センターなどの通信販売に係るインフラ設備の稼働

率が低下したことで実質的な固定費負担が高くなり、結果として採算性の悪化を招いておりますが、当該設備の稼働

率向上を図るため、通信販売に係るフルフィルメント業務を外部企業から受託すべく、積極的に取り組んでまいりま

す。

④財務体質の改善

　ここ数年で大幅に悪化した財務体質の改善を図るべく、営業キャッシュ・フローの創出に意を払った事業運営に努

めてまいります。上記の取り組みによる収益の拡大のほか、商品在庫管理をはじめ資産管理等をより厳格化しつつ、有

利子負債の削減を着実に進めてまいります。
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

①個人情報保護

　当社グループは、カタログ通信販売を主要な事業として展開しており、多数の顧客の個人情報を有しております。個

人情報に関しましては、個人情報保護方針の基に制定された各種社内規程等の遵守に係る社内教育の実施やシステム

のセキュリティー強化などにより、情報管理体制の強化とその取扱いに十分な注意を払っておりますが、今後、不測の

事態により個人情報の漏洩が発生した場合、損害賠償請求や社会的信用の失墜等により、当社グループの業績及び財

政状況が影響を受ける可能性があります。

②システムリスク

　当社グループが中核事業として展開する「通信販売事業」においては、受注・出荷・債権管理等の業務全般にわ

たって自社保有するコンピュータシステムによって処理を行っています。当該コンピュータシステムにおいてウイル

スの侵入や突発的な事故によりトラブルが発生した場合、販売機会損失や復旧等に係る臨時費用が発生し、当社グ

ループの業績及び財政状況が影響を受ける可能性があります。

③生産国の経済状況、政治情勢等の変化

　当社グループが通信販売事業で取扱う商品の大半は中国などアジア各国からの輸入によるものであります。このた

め、中国などアジア各国における経済状況、政治情勢の変化や自然災害の発生等により、当社グループの業績及び財政

状況が影響を受ける可能性があります。

④天候不順

　当社グループは、衣料品を中心商材として販売しており、冷夏や暖冬などの天候不順や異常気象による需要動向の変

動が売上高に影響を及ぼし、当社グループの業績及び財政状況が影響を受ける可能性があります。

⑤自然災害

　当社グループにおける通信販売事業に係る情報処理システム、商品関連の保管・出荷等の物流拠点が香川県に集中

しており、同県下において大規模な地震その他の自然災害が発生し、当該設備や社会インフラに甚大な被害が生じた

場合、当社グループの業績及び財政状況が影響を受ける可能性があります。

⑥資材コスト

　当社グループの主要事業である通信販売事業において、販売のための媒体であるカタログや商品配送に係る段ボー

ル等の資材である紙パルプの市況、また、アパレル関連商品の原材料となる石油関連製品の市況等が高騰することに

より、当社グループの業績及び財政状況が影響を受ける可能性があります。

⑦法的規制

　当社グループにおける通信販売事業においては、「不当景品類及び不当表示防止法（景品表示法）」、「特定商品取

引法」、「薬事法」、「製造物責任法」等による法的規制を受けております。そのため、当社グループは、コンプライア

ンス体制の整備などの管理体制の構築等により法令遵守の体制を整備しておりますが、今後、これらに関する問題が

発生し、又はこれらの法規の改正等により新たな規制が加わった場合など、当社グループの業績及び財政状況が影響

を受ける可能性があります。

⑧継続企業の前提に関する重要事象等　

　当社グループは、平成17年２月期から前連結会計年度まで５期にわたり、主に店舗販売事業の不振から継続的に営業

損失を計上しており、また、店舗販売事業の整理の過程でも多額の資金流出が発生したことから、資金繰りに充分な余

裕があるとは言えない状況にあり、今後、季節要因等により運転資金需要が大幅に増加した場合、一時的な資金不足が

生じる可能性があることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　当社グループはこのような状況を解消すべく、通信販売事業に経営資源を集中し安定的に利益を計上できる体制の

構築に努めてまいりました。当連結会計年度においては、業績回復の足かせとなっていた店舗舗販売事業の整理を完

了し、期初計画を若干上回る９億８千７百万円の営業利益を計上いたしました。懸案の資金繰りについては、未だ充分

な余裕がある状態には至っておりませんが、引き続き、通信販売事業において経費効率の改善や堅実な在庫管理等地

道な取り組みを行うことで、今後も継続的に営業キャッシュ・フローの発生を見込むことが可能であると判断してお

り、また、主要取引金融機関からも継続支援をいただく予定であることなどから、継続企業の前提に関する重要な不確

実性は認められないと判断しております。
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５【経営上の重要な契約等】

　１．株式会社東京キャンの株式売却について

　　当社の連結子会社である株式会社Ｆ.Ｂ.Ｐパートナーズは、株式会社東京キャンの全株式（１株）を、株式会社サ

ントレーディング・ホールディングスに対して、平成21年４月30日付で売却いたしました。

　その主な内容は、次のとおりであります。

　①売却の理由

　　当社グループで展開する店舗販売事業については、カタログ・インターネット・小売店舗の複合チャネルによる事

業拡大を企図し、平成16年12月の株式会社Ｔ.Ｃターミナルの株式譲受以降、事業基盤の確立に向けて様々な試みを

続けてまいりましたが、採算面において継続して大幅な赤字を計上する結果となり、当社グループ業績低迷の主要

因となっておりました。

　　このため、店舗販売事業については整理・縮小の方針とし、平成20年７月には株式会社Ｔ.Ｃターミナルの解散を決

定するとともに、株式会社東京キャンについても、事業運営全般の見直しを行い損益ゼロベースの運営体制の構築

を実現すべく努めてまいりました。しかしながら、株式会社東京キャンについては、その後も売上高が計画を下回る

状況が続き継続的な損失を計上する結果となったことから、独自での事業基盤の建て直しは困難と判断いたしまし

た。

　　当該事業の整理方法については、順次、店舗閉鎖等を進めていく自主清算型をはじめ様々な観点から具体的な方策

を検討してまいりましたが、今後の追加資金負担や損失発生等に関して当社の負担するリスクが最も少ないと見込

まれることから、当該株式の売却を決定したものであります。 

　②株式売却の相手会社の名称

　　株式会社サントレーディング・ホールディングス（神奈川県横浜市）

　③株式売却の時期

　　平成21年４月30日

　④売却する子会社の名称、事業内容及び当社との取引内容

　　名　　称：株式会社東京キャン

　　事業内容：衣料品等の製造卸小売業

　　当社との取引内容：店舗設備の賃貸、資金の貸付、経理業務受託

　⑤売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分比率

　　売却する株式の数：１株

　　売却価額：１円

　　売却損益：０千円

　　売却後の持分比率：0.0％

　

２．集合動産根譲渡担保権設定契約

　　当社及び当社の連結子会社である株式会社イマージュ、株式会社アイム及び株式会社イマージュ・ネットは、平成

22年５月７日付で、株式会社百十四銀行との間で集合動産根譲渡担保権設定契約を締結いたしました。　

　　詳細は、「第５　経理の状況　１．連結財務諸表等（1）連結財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載してお

ります。

　

６【研究開発活動】

　特記すべき事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

　

(1）重要な会計方針及び見積り

　　　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。経営成績または財政状態に重要な影響を及ぼす見積り及び判断は、過去の実績やその時点で入手可能

な情報に基づき、合理的と考えられる要因を考慮して行っておりますが、見積り特有の不確実性が存在すること

から、実際の結果は見積りと異なる可能性があります。

　　　なお、連結財務諸表の作成のための重要な会計基準等は、「第５　経理の状況　１連結財務諸表等　(1）連結財務諸

表　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載されているとおりであります。　　　　

　

(2）当連結会計年度の経営成績の分析

　①売上高

　　　当連結会計年度の売上高は178億９千６百万円となり、前連結会計年度と比べ82億６千万円の減少（31.6％減）と

なりました。主な要因としては、店舗販売事業から撤退したことによる減収（前連結会計年度における当該事業

売上高は37億３千７百万円）及び、販売促進経費効率が悪化傾向となっている衣料品系カタログの発行部数を削

減したことによる購入顧客数の減少による減収によるものであります。

　②販売費及び一般管理費

　　　販売費及び一般管理費は、売上高が減少したことに伴い97億２千３百万円となり、前連結会計年度に比べ51億９千

２百万円の減少（34.8％減）となりました。主な要因としては、カタログ部数減少に伴い、販売促進費が10億７千

７百万円減少した他、出荷件数の減少により荷造運搬費が３億６百万円減少したこと、また、店舗販売事業から撤

退し従業員数が大幅に減少したことから給料及び賞与が８億４千４百万円減少したこと等によるものでありま

す。

　③営業利益　

　　　営業利益は、業績の足かせとなっていた店舗販売事業から撤退したこと、また、通信販売事業においても、売上高は

減少したものの経費効率等を重視しつつ慎重な事業運営を行ったことから、９億８千７百万円（前連結会計年度

は１億３千８百万円の損失）となりました。　

　④営業外損益　

　　　営業外損益は、有利子負債残高が高止まりで推移したことを背景に、営業外費用における支払利息が前連結会計年

度に比べ４千７百万円増加し１億５千２百万円となった反面、営業外収益が６千９百万円にとどまったこと等に

より、９千８百万円の損失となりました。　

　⑤特別利益　

　　　投資有価証券売却益１億円の他、辞任した取締役からの退職慰労金返上に伴う債務免除益１億９千７百万円及び

店舗事業の整理に際して発生した損失額が見込み額を下回ったことに伴う店舗閉鎖損失引当金戻入額１億２千

１百万円等、総額で４億２千１百万円を特別利益として計上いたしました。

　⑥特別損失　

　　　当社の東京事務所及び連結子会社の株式会社イマージュ・ネットの本社移転に伴う固定資産除却損等、総額で９

千６百万円の特別損失を計上いたしました。　

　⑦当期純利益　

　　　当期純利益は、特別利益の計上等もあり税金等調整前当期純利益が12億１千３百万円となったことに加え、来期か

ら連結納税制度を導入することに伴い、将来の税金負担軽減見込額を繰延税金資産として計上したことにより会

計上の税金費用が軽減されたことなどから、13億１千８百万円（前連結会計年度は28億１千万円の損失）となり

ました。　

　

(3）当連結会計年度末の財政状態の分析

　①流動資産

　　　当連結会計年度末における流動資産の残高は、49億７百万円となり、前連結会計年度末に比べ25億９千４百万円減

少いたしました。前連結会計年度末に比べたな卸資産が10億７千６百万円、受取手形及び売掛金が９億８千４百

万円それぞれ減少したこと等が主な要因となっております。
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　②固定資産

　　　当連結会計年度末における固定資産の残高は、86億５百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億１千２百万円減

少いたしました。前連結会計年度末に比べ、有形固定資産が１億９百万円、無形固定資産が１千１百万円、投資そ

の他の資産が９千１百万円それぞれ減少したことが要因となっております。

　③流動負債

　　　当連結会計年度末における流動負債の残高は、69億２千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ35億４千６百万

円減少いたしました。前連結会計年度末に比べ、店舗販売事業からの撤退や衣料品系カタログの売上減少等を背

景に支払手形及び買掛金が14億９千３百万円減少したことに加え、短期借入金が４億１千３百万円、１年内返済

予定長期借入金が１億７千３百万円それぞれ減少したこと、また、店舗販売事業の整理が完了したことで店舗閉

鎖損失引当金６億８千４百万円が減少したこと等が主な要因となっております。

　④固定負債

　　　当連結会計年度末における固定負債の残高は、13億７千万円となり、前連結会計年度末に比べ５億５千８百万円減

少いたしました。長期借入金が３億４千８百万円減少したことが主な要因となっております。

　⑤純資産の部

　　　当連結会計年度末における純資産の部の残高は、52億１千９百万円となり、前連結会計年度末に比べ12億９千８百

万円の増加となりました。当期純利益が13億１千８百万円となったことが主な要因となっております。

(4）キャッシュ・フローの分析

　　　営業活動によって得られたキャッシュ・フローは、５億５千３百万円となりました。これは主に、税金等調整前当

期純利益が12億１千３百万円となったこと、また、売上高が減少したことに伴い売上債権が９億１千万円減少し

た反面、仕入債務が10億円減少したこと、また、販売促進経費等の削減に伴い未払金が４億５千３百万円減少した

こと等によるものであります。

　　　投資活動によって使用したキャッシュ・フローは、９千万円となりました。これは、主に投資有価証券の売却によ

る収入１億５千万円があった反面、連結子会社であった株式会社東京キャンの株式売却による支出１億５千４百

万円及び買掛債務に係る差入保証金の差入による支出９千８百万円があったこと等によるものであります。

　　　財務活動によって使用したキャッシュ・フローは、８億６千８百万円となりました。これは主に、営業活動によっ

て得られた資金によって有利子負債の返済を行い、短期借入金残高が４億１千３百万円、長期借入金残高が５億

２千１百万円それぞれ減少したこと等によるものであります。

　　　これらの活動の結果、現金及び現金同等物の当連結会計年度末残高は、前連結会計年度末に比べ、４億５百万円減

少し、３億８千９百万円となりました。

　

(5）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該重要事象等を解消し、又は改善するた

めの対応策　　

　　　当社グループは、平成17年２月期から前連結会計年度まで５期にわたり、主に店舗販売事業の不振から継続的に営

業損失を計上しており、また、店舗販売事業の整理の過程でも多額の資金流出が発生したことから、資金繰りに充

分な余裕があるとは言えない状況にあり、今後、季節要因等により運転資金需要が大幅に増加した場合、一時的な

資金不足が生じる可能性があることから、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており

ます。　　

　　　当社グループはこのような状況を解消すべく、通信販売事業に経営資源を集中し、「第２　事業の状況　３　対処す

べき課題」に記載のとおり課題解決に取り組んでまいります。

　　　当連結会計年度においては、業績回復の足かせとなっていた店舗販売事業の整理を完了し、期初計画を若干上回る

９億８千７百万円の営業利益を計上しており、今後は、これらの取り組みを着実に進めることにより、当社グルー

プの資金繰り状況も徐々に改善するものと判断しております。また、資金繰り状況が改善するまでの間は、引き続

き取引金融機関に対して借入枠の設定等の協力を要請し運転資金の確保を図ってまいります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　重要な設備投資はありません。

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

　 平成22年２月28日現在

事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業
員数
(名)

建物及び
構築物
(千円)

土地
(千円)
（面積㎡）

その他
（千円）

合計
(千円)

本社

(香川県高松市)

全社的管理業

務

統括業務施設

その他設備
77,586

412,409

(8,101.00)
77,407 567,403

14

(2)

神戸オフィス

(神戸市中央区)

（通信販売事

業）
その他設備 3,459 － 966 4,425 －

東京オフィス

(東京都目黒区)

全社的管理業

務
その他設備 14,889 － 2,353 17,242

－

(1)

新宇多津物流センター

(香川県綾歌郡宇多津町)

（通信販売事

業）

不動産賃貸事

業

物流設備

賃貸不動産
1,081,790

3,301,158

(57,796.00)
17,161 4,400,110－

香南物流センター

(香川県高松市)

（通信販売事

業）
物流設備 255,854

578,174

(11,473.58)
12,856 846,885－

ゲオミラクルタウン

(香川県高松市)

不動産賃貸事

業
賃貸不動産 81,723

1,466,002

(5,682.30)
－ 1,547,726－

その他

(香川県高松市他)

不動産賃貸事

業

賃貸不動産

その他設備
42,948 － 1,557 44,505－

　（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置、工具、器具及び備品であります。なお、金額に消費税等は含まれ

ておりません。

２．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

３．神戸オフィス、香南物流センター及び新宇多津物流センターの一部については、通信販売事業を営む連結子

会社の株式会社イマージュに賃貸しております。

４．上記の他、リース契約による主要な賃借設備として、以下のものがあります。

事業所名
（所在地）

事業の種類別セ
グメントの名称

設備の内容
契約
件数

契約期間
年間リース
料
（千円）

リース契約
残高
（千円）

本社

 (香川県高松市)

全社的管理業務

通信販売事業

 その他の事業

ＮＥＣ基幹コンピュータ及

び周辺機器
15 平成16年６月～平成23年３月 29,505 15,417
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(2）国内子会社

 平成22年２月28日現在

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容
帳簿価額

従業員数
（名）

建物及び構築物
（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

㈱アイム
本社

(香川県高松市)
通信販売事業 その他設備 144 0 144

20

(7)

㈱Ｓ.Ｃパート

ナーズ

本社

(神戸市中央区)

通信販売事業

その他の事業
その他設備 498 946 1,445

12

－

㈱イマージュ・

ネット

本社

(東京都目黒区)
通信販売事業 その他設備 － 11,226 11,226

11

(1)

　（注）１．帳簿価額は、内部取引に伴う未実現損益消去前の金額を記載しております。

　　　　２．帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品であります。

　　　　３．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(3）在外子会社

　在外子会社はありません。

３【設備の新設、除却等の計画】

　特記事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 30,400,000

計 30,400,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成22年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年５月28日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,520,000 14,520,000

㈱東京証券取引所

㈱大阪証券取引所

（各市場第一部）

単元株式数

100株

計 14,520,000 14,520,000 － －
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（２）【新株予約権等の状況】

　　　　会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①平成18年５月30日　定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成22年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成22年４月30日）

新株予約権の数（個） 310 310

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）　  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 31,000 31,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 569（注）1 同左

新株予約権の行使期間
平成20年５月31日から

平成22年５月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　 569

資本組入額　　　 285
同左

新株予約権の行使の条件 （注）2 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡、質入れその他一切

の処分は認められないも

のとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項　 － －

　（注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の

端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
１

分割・併合の比率

２．権利行使についての条件

①　被付与者は、当社の取締役または従業員の地位を失った後も新株予約権を行使できるものとする。

②　被付与者が、当社の役員就業規則に違反して取締役を辞任した場合、または、就業規則に定める懲戒の事由

に該当し、退職もしくは解雇された場合は、付与された新株予約権は直ちに失効し、その後新株予約権を行

使することができないものとする。

③　新株予約権の譲渡、質入れその他一切の処分は認められないものとする。

④　被付与者が死亡した場合、新株予約権の相続は認められないものとする。
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②平成19年５月30日　定時株主総会決議

 
事業年度末現在

（平成22年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成22年４月30日）

新株予約権の数（個） 2,610 2,610

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 261,000 261,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） 542（注）１ 同左

新株予約権の行使期間
平成21年５月31日から

平成23年５月30日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　 542

資本組入額　　　　 271
同左

新株予約権の行使の条件 （注）２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡、質入れその他一切

の処分は認められないも

のとする。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）３ 同左

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により払込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端

数は切り上げるものとする。

調整後払込金額 ＝調整前払込金額 ×
１  

分割・併合の比率  

２．権利行使についての条件

①　被付与者は、権利行使時において、当社または当社子会社の取締役もしくは従業員であることを要す。ただ

し、取締役が任期満了により退任した場合、または従業員が定年により退職した場合はこの限りでない。ま

た、当社取締役会が正当な理由があると認めた場合はこの限りでない。

②　新株引受権の譲渡、質入れその他一切の処分は認められないものとする。

③　被付与者が死亡した場合、新株引受権の相続は認められないものとする。

３．当社の組織再編に際して定める契約書または計画書等に、以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨

を定めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとす

る。

①　合併（当社が消滅する場合に限る。）

　　合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社

②　吸収分割

　　吸収分割する株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社

③　新設分割

　　新設分割により設立する株式会社

④　株式交換

　　株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤　株式移転

　　株式移転により設立する株式会社
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（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　平成22年２月１日以後に開始する事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、記載事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成18年２月23日 

（注） 
3,000 14,520 900,0004,299,220900,0004,263,390

　（注）第三者割当

割当先　㈲ジャスティス

　　　（現 株式会社ジャスティス）

　発行数　3,000千株　　発行価格　600円　　資本組入額　300円

（６）【所有者別状況】

 平成22年２月28日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数　 100株） 単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 22 19 74 24 8 19,85520,002－

所有株式数

（単元）
－ 12,524 384 33,791 726 28 97,730145,183 1,700

所有株式数の

割合（％）
－ 8.63 0.26 23.28 0.50 0.01 67.32 100 －

　（注）自己株式721,378株は、「個人その他」に7,213単元及び「単元未満株式の状況」に78株を含めて記載しておりま

す。
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（７）【大株主の状況】

 平成22年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ジャスティス 香川県坂出市駒止町１－４－21－１ 3,000 20.66

南保光宏 香川県坂出市 1,882 12.96

南保幸子 香川県坂出市 713 4.91

村田有里 東京都中野区 550 3.78

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５－１ 544 3.74

南保正義 香川県坂出市 260 1.79

株式会社商工組合中央金庫 東京都中央区八重洲２－10－17 156 1.07

大日本印刷株式会社 東京都新宿区市谷加賀町１－１－１ 144 0.99

凸版印刷株式会社 東京都台東区台東１－５－１ 137 0.94

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 121 0.83

計 － 7,509 51.71

　（注）１．上記のほか、当社保有の自己株式721千株（4.96％）があります。

　　　　２．前事業年度末現在主要株主であった南保正義氏は、当事業年度末では主要株主ではなくなりました。　

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 721,300 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,797,000 137,970 －

単元未満株式 普通株式 1,700 － －

発行済株式総数  14,520,000 － －

総株主の議決権 － 137,970 －

　

②【自己株式等】

 平成22年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社イマー

ジュホールディン

グス

香川県高松市国分

寺町新名694番地

１

721,300 － 721,300 4.96

計 － 721,300 － 721,300 4.96
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する方法に

よるものであります。

①平成18年５月30日定時株主総会決議に基づくもの

決議年月日 平成18年５月30日

付与対象者の区分及び人数

当社の従業員15名並びに当社子会社の取締役１名及

び従業員４名（ただし、このうち当社従業員１名は権

利を放棄しております。）

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

②平成19年５月30日定時株主総会決議に基づくもの

決議年月日 平成19年５月30日

付与対象者の区分及び人数
当社の取締役３名及び従業員106名並びに当社子会社

の取締役１名及び従業員13名（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類 「（2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）２

　（注）１．付与対象者の区分は、平成19年６月28日の付与時（平成19年９月３日付の持株会社体制移行に伴う会社分割

前）の状況をもとに記載しております。

２．当社の組織再編に際して定める契約書または計画書等に、以下に定める株式会社の新株予約権を交付する旨

を定めた場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとす

る。

①　合併（当社が消滅する場合に限る。）

　　合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社

②　吸収分割

　　吸収分割する株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社

③　新設分割

　　新設分割により設立する株式会社

④　株式交換

　　株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

⑤　株式移転

　　株式移転により設立する株式会社
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得　

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　　　　　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 10 1,988

当期間における取得自己株式 － －

（注）当期間における取得自己株式には、平成22年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれておりません。　

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った

取得自己株式
－ － － －

その他

（－）
－ － － －

保有自己株式数 721,378 － 721,378 －

（注）当期間における保有自己株式には、平成22年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含まれておりません。　
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３【配当政策】

　当社は、株主に対する利益還元を重要施策のひとつと考えており、財務体質の強化を図りながら、安定的な配当を維

持することを基本方針としております。配当性向に関する特定の基準等は設けておりませんが、配当水準につきまし

ては、事業の効率化や新規事業の開発・育成等に必要な内部留保とのバランスを総合的に勘案しながら柔軟に決定し

ていく方針であります。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。また

当社は、取締役会の決議によって、毎年８月31日を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定めておりま

す。

　当事業年度は、期初計画を若干上回る利益を計上したものの、前事業年度迄に計上した大幅な累積損失を解消するに

は遠く及ばず、配当原資を確保できない状況であることから、誠に遺憾ながら無配とさせていただくことといたしま

した。

　

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期
決算年月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月 平成22年２月

最高（円） 888 608 570 429 289

最低（円） 460 322 371 148 129

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成21年９月 平成21年10月平成21年11月平成21年12月平成22年１月 平成22年２月

最高（円） 235 252 231 229 255 249

最低（円） 199 209 205 211 226 235

　（注）　最高・最低株価は、株式会社東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役

社長
管理部門統括 明賀　正一 昭和34年12月２日生

昭和57年４月大和証券株式会社入社

平成５年４月 当社入社

平成13年４月管理部長

平成13年５月取締役管理部長

平成19年９月取締役総務・経理グループ管掌

平成22年５月代表取締役社長、管理部門統括（現

在）

(注)2 6

取締役 企画部門統括 木幡　耕太郎 昭和36年２月15日生

昭和58年４月株式会社協同エージェンシー入社

平成２年９月 笹川平和財団主任研究員

平成12年11月当社入社　東京オフィス代表兼新規

事業戦略プロジェクトマネー

ジャー

平成17年４月社長室長

平成17年５月取締役社長室長

平成19年９月取締役総合企画グループ管掌

平成22年５月取締役、企画部門統括（現在）

(注)2 3

取締役  石塚　政光 昭和38年４月７日生

昭和61年４月横河エンジニアリングサービス株

式会社入社

平成12年７月沼尻産業株式会社入社

平成17年11月同社取締役総務部長

平成19年８月株式会社イマージュ・ネット入社

管理部長

平成20年２月同社取締役管理部長

平成21年３月同社代表取締役社長（現在）

平成21年５月当社取締役（現在）

(注)2 －

取締役  沼田　憲孝 昭和42年２月24日生

平成２年４月 当社入社

平成11年９月海外事業部　事業部長

平成14年２月ウェルネス事業部　事業部長

平成17年７月株式会社アイム代表取締役社長

（現在）

平成22年５月当社取締役（現在）

平成22年５月株式会社イマージュ代表取締役社

長（現在）

(注)2 2

常勤監査役  鶴見　勤 昭和24年７月18日生

昭和47年４月株式会社百十四銀行入行

平成16年２月同行徳島支店長

平成18年３月当社出向　常勤監査役付

平成18年５月当社常勤監査役（現在）

(注)3 -

常勤監査役  山奥　正雄 昭和17年９月12日生

昭和36年４月香川県警察採用

平成４年３月 香川県多度津警察署長

平成14年３月香川県警察学校長

平成15年３月香川県警察退職

平成15年５月当社常勤監査役（現在）

(注)4 -

　

EDINET提出書類

株式会社イマージュホールディングス(E03198)

有価証券報告書

25/97



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役  武田　安紀彦 昭和13年４月19日生

昭和41年４月弁護士登録、第二東京弁護士会入会

昭和43年８月高松弁護士会入会

 武田法律事務所開設（現在）

平成13年５月当社監査役（現在）

(注)5 -

監査役  喜田　正一 昭和14年８月16日生

昭和35年４月国税庁税務講習所入所

平成９年７月 香川県丸亀税務署長

平成10年８月税理士登録

 喜田正一税理士事務所開設（現

在）

平成13年５月当社監査役（現在）

(注)5 2

計 13

　（注）１．常勤監査役山奥正雄氏、監査役武田安紀彦氏及び喜田正一氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であ

ります。

　　　　２．平成22年５月27日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

　　　　３．平成22年５月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　４．平成19年５月30日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

　　　　５．平成20年５月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

　当社は、透明性を確保しつつ経営の効率性向上や競争力強化を通じて企業価値の向上を実現するために、コーポレー

ト・ガバナンスの充実は非常に重要な課題であると認識しております。永続企業として株主、顧客、従業員、取引先、地

域社会等の利害関係者に対する社会的責任を果たすため、コーポレート・ガバナンスの強化に積極的に取り組み、経

営環境にマッチした当社なりの統治スタイルの確立を目指しております。

　①　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

ａ．取締役会は、取締役４名（平成22年５月28日現在）（全員社内取締役）で構成されており、原則毎月１回、必

要に応じて随時開催しており、法令で定められた事項や経営に係わる重要事項について決定するとともに、業

務執行の状況を監督しております。なお、取締役の使命と責任を明確にするため、取締役の任期については１年

としています。

ｂ．原則毎月１回、必要に応じて随時、取締役及び事業子会社の経営幹部参加のもとに、グループ経営会議を開催

しております。当会議においては、取締役会の付議事項以外の事業推進に係る様々な事項について審議・決定

しております。また、当会議の一環として、月次業績報告会を実施しております。当報告会においては、各会社及

び各部門毎の月次業績を報告するとともに、問題があれば、目標達成のための対策を含めてその場で協議を行

い、迅速な意思決定と業務執行を図っております。

ｃ．原則として半期に１回、必要に応じて随時、取締役及び事業子会社の経営幹部参加のもとで事業審議会を開

催しております。当会議においては、グループ内で展開する各事業の事業性評価及び事業責任者の適性評価を

行い、事業継続の是非や事業責任者の人事に関する方針を決定しております。

ｄ．当社は、監査役制度を採用しており、監査役４名（うち３名は社外監査役）で監査役会を構成しております。

常勤の監査役２名は、取締役会のほか、グループ経営会議、事業審議会等の重要な会議には常時出席し、取締役

の職務執行について十分監視できる体制となっております。また、監査役は、必要に応じて会計監査人と監査方

針等に関する協議を行うなど、有効な監査を行うための連携を図っております。

ｅ．会計監査人として有限責任監査法人トーマツと監査契約を締結しております。

　　当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び継続監査年数

所属する監査法人名 公認会計士の氏名等 継続監査年数

 有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員 業務執行社員  岡林　正文 ４年 

 指定有限責任社員 業務執行社員  髙田　武 ７年 

 指定有限責任社員 業務執行社員  田中　賢治 １年 

　　　　　監査業務に係わる補助者の構成　公認会計士５名　会計士補等６名

ｆ．内部監査につきましては、社長直轄の監査グループ（専任１名）が、内部監査規程に基づき各部門の業務遂

行状況について監査を行っております。監査の実施にあたっては、必要に応じて監査役又は会計監査人と連絡

協議する体制となっております。

ｇ．業務遂行上発生する諸問題につきましては、必要に応じて弁護士等の第三者から適宜助言を受けておりま

す。
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　なお、当社の主要機関体制図は以下のとおりであります。

　
　②　提出会社の役員報酬の内容

　当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりです。

区　　　　分 支給人員（名） 支給額(百万円）

取　　　締　　　役

（うち社外取締役）

5

（-）

48

（-）

監　　　査　　　役

（うち社外監査役）

4

(3)

18

(10)

合　　　　計 9 66

（注）上記には、平成21年３月30日付で辞任した取締役１名を含んでおります。　　

　③　会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　社外監査役喜田正一氏の当社株式所有を除き、該当事項はありません。

　

　④　責任限定契約の内容の概要

　当社と社外監査役の武田安紀彦及び喜田正一の両氏並びに会計監査人有限責任監査法人トーマツは、会社法第427

条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づ

く損害賠償責任の限度額は、社外監査役は４百万円または法令が定める額のいずれか高い額、会計監査人有限責任

監査法人トーマツは40百万円または法令が定める額のいずれか高い額としております。

　

　⑤　取締役の定数

　当社の取締役は、10名以内とする旨定款に定めております。

　

　⑥　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票によらな

いものとする旨定款に定めております。
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　⑦　中間配当

　当社は、取締役会の決議によって、毎年８月31日を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定めており

ます。これは、株主への機動的な利益還元を可能にするためであります。

　⑧　自己の株式の取得

　当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定

款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の実行を可能にするため、市場取引等に

より自己の株式を取得することを目的とするものであります。

　⑨　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって同法第423条第１項の行為に関する取締役

（取締役であった者を含む。）及び監査役の責任を、法令の定める限度額の範囲内で免除することができる旨定款

に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される

役割を果しうる環境を整備することを目的とするものであります。

　⑩　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決権の３

分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主

総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであり

ます。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 － － 26,000 －

連結子会社 － － － －

計 － － 26,000 －

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

　該当事項はありません。　　 

④【監査報酬の決定方針】

　　該当事項はありません。　 
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成20年３月１日から平成21年２月

28日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）の財務諸表については、

監査法人トーマツにより監査を受け、当連結会計年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）の連結財務諸

表及び当事業年度（平成21年３月１日から平成22年２月28日まで）の財務諸表については、有限責任監査法人トーマ

ツにより監査を受けております。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっております。
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１【連結財務諸表等】
（１）【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年２月28日)

当連結会計年度
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 794,361 389,104

受取手形及び売掛金 ※3
 2,728,761

※4
 1,744,642

たな卸資産 3,157,116 ※1
 2,080,927

前払費用 625,239 319,275

繰延税金資産 89,690 352,940

その他 302,768 211,780

貸倒引当金 △195,804 △191,195

流動資産合計 7,502,132 4,907,475

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※2
 5,721,241

※3
 5,602,790

減価償却累計額 △4,002,027 △4,043,894

建物及び構築物（純額） 1,719,213 1,558,895

土地 ※2
 5,757,745

※3
 5,757,745

その他 795,554 788,471

減価償却累計額 △721,781 △663,812

その他（純額） 73,773 124,658

有形固定資産合計 7,550,732 7,441,299

無形固定資産

その他 265,295 253,352

無形固定資産合計 265,295 253,352

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 143,150

※3
 68,460

長期貸付金 30,471 30,179

繰延税金資産 147,531 419,739

その他 ※1
 681,540

※2
 393,024

貸倒引当金 △305 △302

投資その他の資産合計 1,002,387 911,101

固定資産合計 8,818,415 8,605,753

資産合計 16,320,548 13,513,228
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成21年２月28日)

当連結会計年度
(平成22年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2, ※3
 3,269,904

※3, ※4
 1,776,262

短期借入金 ※2
 3,825,000

※3
 3,411,355

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 638,500

※3
 465,200

1年内償還予定の社債 18,000 36,000

未払金 889,460 574,947

未払法人税等 506,182 159,409

返品調整引当金 160,306 89,433

ポイント引当金 173,658 183,726

店舗閉鎖損失引当金 684,668 －

その他 304,112 226,784

流動負債合計 10,469,793 6,923,118

固定負債

社債 72,000 126,000

長期借入金 ※2
 1,177,000

※3
 828,500

退職給付引当金 172,680 165,708

その他 507,344 250,012

固定負債合計 1,929,025 1,370,220

負債合計 12,398,818 8,293,339

純資産の部

株主資本

資本金 4,299,220 4,299,220

資本剰余金 4,263,390 4,263,390

利益剰余金 △4,310,436 △2,991,559

自己株式 △325,518 △325,520

株主資本合計 3,926,655 5,245,530

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △33,772 △59,343

評価・換算差額等合計 △33,772 △59,343

新株予約権 28,846 33,702

純資産合計 3,921,729 5,219,889

負債純資産合計 16,320,548 13,513,228
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②【連結損益計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

売上高 26,156,845 17,896,144

売上原価 ※1
 11,361,244

※1
 7,256,745

売上総利益 14,795,600 10,639,398

返品調整引当金戻入額 141,428 160,306

返品調整引当金繰入額 160,306 89,433

差引売上総利益 14,776,722 10,710,271

販売費及び一般管理費

販売促進費 5,500,648 4,423,595

荷造運搬費 1,230,575 923,660

貸倒引当金繰入額 142,938 140,370

給料及び賞与 2,223,834 1,379,460

退職給付費用 54,438 22,202

役員退職慰労引当金繰入額 2,520 －

減価償却費 221,117 109,811

その他 5,539,105 2,723,909

販売費及び一般管理費合計 14,915,177 9,723,009

営業利益又は営業損失（△） △138,454 987,262

営業外収益

受取利息 1,873 1,089

受取配当金 1,512 1,356

仕入割引 51,440 33,716

商標権売却益 19,047 －

保険解約返戻金 － 15,575

その他 22,703 18,053

営業外収益合計 96,576 69,790

営業外費用

支払利息 105,528 152,747

その他 9,270 15,634

営業外費用合計 114,798 168,382

経常利益又は経常損失（△） △156,676 888,670

特別利益

固定資産売却益 ※2
 38 －

投資有価証券売却益 － 100,000

新株予約権戻入益 － 2,013

債務免除益 － ※2
 197,520

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 121,712

特別利益合計 38 421,245
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

特別損失

固定資産売却損 ※3
 5,794 －

固定資産除却損 ※4
 31,569

※3
 94,602

投資有価証券評価損 － 1,522

解約違約金 9,255 －

のれん一括償却額 202,209 －

店舗閉鎖損失 ※5
 1,549,014 －

減損損失 ※6
 462,256 －

特別損失合計 2,260,099 96,124

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△2,416,737 1,213,791

法人税、住民税及び事業税 544,705 430,374

法人税等調整額 △149,961 △535,458

法人税等合計 394,744 △105,084

少数株主損失（△） △819 －

当期純利益又は当期純損失（△） △2,810,662 1,318,876
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,299,220 4,299,220

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,299,220 4,299,220

資本剰余金

前期末残高 4,263,390 4,263,390

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,263,390 4,263,390

利益剰余金

前期末残高 △1,499,773 △4,310,436

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △2,810,662 1,318,876

当期変動額合計 △2,810,662 1,318,876

当期末残高 △4,310,436 △2,991,559

自己株式

前期末残高 △325,518 △325,518

当期変動額

自己株式の取得 － △1

当期変動額合計 － △1

当期末残高 △325,518 △325,520

株主資本合計

前期末残高 6,737,317 3,926,655

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △2,810,662 1,318,876

自己株式の取得 － △1

当期変動額合計 △2,810,662 1,318,874

当期末残高 3,926,655 5,245,530
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △14,054 △33,772

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△19,717 △25,570

当期変動額合計 △19,717 △25,570

当期末残高 △33,772 △59,343

評価・換算差額等合計

前期末残高 △14,054 △33,772

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△19,717 △25,570

当期変動額合計 △19,717 △25,570

当期末残高 △33,772 △59,343

新株予約権

前期末残高 13,425 28,846

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15,420 4,855

当期変動額合計 15,420 4,855

当期末残高 28,846 33,702

少数株主持分

前期末残高 3,372 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,372 －

当期変動額合計 △3,372 －

当期末残高 － －

純資産合計

前期末残高 6,740,060 3,921,729

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △2,810,662 1,318,876

自己株式の取得 － △1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △7,669 △20,714

当期変動額合計 △2,818,331 1,298,159

当期末残高 3,921,729 5,219,889
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△2,416,737 1,213,791

減価償却費 261,952 147,508

減損損失 462,256 －

のれん償却額 224,465 －

返品調整引当金の増減額（△は減少） 18,878 △70,873

ポイント引当金の増減額（△は減少） 30,822 10,068

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 684,668 △500,355

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11,862 △4,612

退職給付引当金の増減額（△は減少） 33,760 △1,481

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △219,460 －

受取利息及び受取配当金 △3,385 △2,445

支払利息 105,528 152,747

為替差損益（△は益） 2 17

投資有価証券売却損益（△は益） － △100,000

投資有価証券評価損益（△は益） － 1,522

有形固定資産売却損益（△は益） 5,755 －

有形固定資産除却損 10,132 58,485

店舗閉鎖損失 278,087 －

売上債権の増減額（△は増加） 26,135 910,775

たな卸資産の増減額（△は増加） 96,009 792,479

前渡金の増減額（△は増加） 15,181 △19,263

前払費用の増減額（△は増加） 122,175 293,696

仕入債務の増減額（△は減少） △656,147 △1,000,258

未払金の増減額（△は減少） 16,411 △453,080

未払消費税等の増減額（△は減少） 61,816 △22,492

その他 70,408 67,735

小計 △783,143 1,473,965

利息及び配当金の受取額 3,385 2,445

利息の支払額 △104,370 △155,195

法人税等の支払額 △202,168 △767,264

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,086,296 553,949

EDINET提出書類

株式会社イマージュホールディングス(E03198)

有価証券報告書

37/97



(単位：千円)

前連結会計年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △437,664 △62,706

有形固定資産の売却による収入 44 －

無形固定資産の取得による支出 △97,209 △61,676

投資有価証券の取得による支出 △2,404 △2,400

投資有価証券の売却による収入 － 150,000

敷金の差入による支出 △29,119 △166

敷金の回収による収入 157,680 100,764

差入保証金の差入による支出 △202,271 △98,800

差入保証金の回収による収入 45,218 2,921

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△196,368 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

－ ※1
 △154,294

貸付けによる支出 △800 －

貸付金の回収による収入 22,345 292

その他 △14,596 35,737

投資活動によるキャッシュ・フロー △755,145 △90,328

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 775,000 △413,644

長期借入れによる収入 1,407,012 100,000

長期借入金の返済による支出 △451,500 △621,800

社債の発行による収入 86,509 85,490

社債の償還による支出 － △18,000

自己株式の取得による支出 － △1

配当金の支払額 △975 △905

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,816,046 △868,861

現金及び現金同等物に係る換算差額 △2 △17

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △25,397 △405,256

現金及び現金同等物の期首残高 819,758 794,361

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 794,361

※
 389,104
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

　当社グループは、主力の「イマージュ」カタログの不振や

店舗販売事業の不振から、平成17年２月期以降継続的に営

業損失を計上しており、当連結会計年度においても、店舗販

売事業の不振から138百万円の営業損失を計上し、また、店

舗販売事業を展開する連結子会社株式会社Ｔ.Ｃターミナ

ルの事業整理を実施したことによる特別損失の計上等によ

り、2,810百万円の当期純損失を計上することとなりまし

た。連結子会社株式会社Ｔ.Ｃターミナルの店舗閉鎖に伴う

整理資金の支出や連結子会社株式会社東京キャンの損失計

上による資金流出により、当社グループにおける資金繰り

に十分な余裕があるとは言えない状況にあり、今後、季節要

因等により運転資金需要が大幅に増加した場合、一時的な

資金不足が生じる可能性があります。このような状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しておりま

す。

──────

　当社グループはこのような状況を解消すべく、コア事業で

ある「イマージュ事業（カタログ、ネット連動による通信

販売事業）」と安定的な収益源となっている「化粧品事

業」の二つの事業に経営資源を集中させ、採算性を重視し

た事業運営に取り組んでいくことで安定的な黒字体質への

転換を目指してまいります。

　通信販売事業における取り組みとして、以下のような施策

を実施してまいります。

　

①「イマージュ」カタログの回復基調を維持継続すること

により売上高の拡大と採算性の改善を図ります。具体的

には、価格競争力のある商品開発、カタログ誌面の改善、

Ｗｅｂ専用の誘引戦略商品の開発とＷｅｂチャネルの最

大活用等により、新規顧客獲得数の持続的な増加と既存

顧客の継続率維持により、購入顧客数の増加を図ります。

　

②「イマージュ ルージュ」カタログのターゲット層を40

歳代後半まで拡大し、更なる事業規模の拡大を図ります。

　

③化粧品事業において、保湿関連の「ライスフォース」シ

リーズを中心とする既存商品で現状の売上高を維持し、

安定的な利益の確保を図る一方、にきびケア商品「アク

ポレス」や健康食品等の新商品の投入や海外市場におけ

る事業展開の開始など、次なる成長を牽引する柱の育成

を図ります。

　

　店舗販売事業においては、すでに連結子会社株式会社Ｔ.

Ｃターミナルの整理を終えており、連結子会社株式会社東

京キャンにつきましても、重要な後発事象に記載のとおり、

全株式を株式会社サントレーディング・ホールディングス

に対して、平成21年４月30日付で売却いたしました。
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前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

　財務面におきましては、資金繰り改善に向けた抜本的な対

策が急務であるとの認識のもと、第三者割当増資をはじめ

とした資本増強施策等の資本政策も視野に入れて検討を進

めてまいります。一方、資金繰り改善の抜本的な対策となり

得る資本政策実現までの間は、取引金融機関に対して借入

枠の設定等の協力を要請し運転資金の確保を図ってまいり

ます。また、これらの施策による運転資金の確保により、事

業面においても前記施策を着実に推進する環境が整うもの

と考えております。

　このような取り組みを確実に実施していくことにより、継

続企業の前提に関する重要な疑義を解消できると判断して

おります。従いまして、連結財務諸表は継続企業を前提とし

て作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財

務諸表には反映しておりません。
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

１．連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数　９社

　  連結子会社名

  ㈱イマージュ

  ㈱アイム

  ㈱イマージュ・ネット

  ㈱Ｔ.Ｃターミナル

  ㈱Ｓ.Ｃパートナーズ

　㈱イメージング　

　　　㈱Ｆ.Ｂ.Ｐパートナーズ

　　　㈱東京キャン

　　　㈱ノイ　

　　当連結会計年度中に株式譲受けによって

子会社に該当することになった㈱東京

キャン及び㈱ノイを新たに連結の範囲に

含めております。

(イ)連結子会社の数　４社

　  連結子会社名

  ㈱イマージュ

  ㈱アイム

  ㈱イマージュ・ネット

  ㈱Ｓ.Ｃパートナーズ　

　　前連結会計年度において連結子会社で

あった㈱東京キャン及び㈱ノイは、当社

所有の全株式を平成21年４月30日付で第

三者へ譲渡したため、また、㈱Ｔ.Ｃター

ミナル、㈱Ｆ.Ｂ.Ｐパートナーズ及び㈱

イメージングは平成21年11月30日付で清

算結了したため、連結の範囲から除外し

ております。

２．持分法の適用に関する事

項

(イ)持分法適用の非連結子会社及び関連会

社はありません。

(イ)　　　　　　同左

 (ロ)持分法を適用していない関連会社（常

州希夢時装有限公司）は、連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

るため持分法の適用範囲から除外してお

ります。

(ロ)　　　　　　同左

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。

同左

４．会計処理基準に関する事

項

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

　　　　連結決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

同左

 時価のないもの

　移動平均法による原価法

時価のないもの

同左

 (2）たな卸資産

商品……主として移動平均法による

低価法

(2）たな卸資産

商品……移動平均法による原価法

　　　　（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）

 貯蔵品…最終仕入原価法 貯蔵品…最終仕入原価法

　　　　（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

 (ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　　　主として定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物 　10～38年 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

　　　定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物 　10～38年 

 （追加情報）

　当連結会計年度より、法人税法の改正に

伴い、平成19年３月31日以前に取得した

有形固定資産については、改正前の法人

税法に基づく減価償却の方法の適用によ

り取得価額の５％に到達した連結会計年

度の翌連結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差額を５年間

にわたり均等償却し、減価償却費に含め

て計上しております。

　これによる損益に与える影響は軽微で

あります。

　

 (2）無形固定資産

定額法

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

(2）無形固定資産

同左

 (ハ)繰延資産の処理方法

　社債発行費

　　支出時に全額費用処理しております。

(ハ)繰延資産の処理方法

　社債発行費

　　　　　　　　同左

 (ニ)重要な引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(ニ)重要な引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

同左

 (2）返品調整引当金

　連結会計年度末日後の返品による損

失に備えるため、返品見込額に対する

売上総利益相当額を計上しておりま

す。

(2）返品調整引当金

同左

 (3）ポイント引当金

　　　顧客に付与されたポイントの使用によ

る値引発生に備えるため、当連結会計

年度末において将来使用されると見込

まれる額を計上しております。 

(3）ポイント引当金

同左
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

 (4）店舗閉鎖損失引当金

　　　店舗閉鎖に伴う損失発生に備えるため、

当連結会計年度末において将来発生す

ると見込まれる額を計上しておりま

す。 

(4）　　　──────

　　 

 (5）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認

められる額を計上しております。

(5）退職給付引当金

同左

 (6）役員退職慰労引当金

──────

(6）　　　──────

　

 （追加情報）

　従来、役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規による連結会計年度末要支給

額を計上しておりましたが、平成20年４

月開催の当社取締役会で役員退職慰労金

制度の廃止を決議し、平成20年５月29日

開催の定時株主総会において、同総会終

結時までの在任期間に対応する退職慰労

金を退任時に支給することを承認可決し

たことに伴い、同日以降について引当金

の計上を取り止めました。

　これに伴い、平成20年５月29日現在にお

ける役員退職慰労引当金の残高221,980

千円を、固定負債の「その他」に振替え

ております。

　

 (ホ)重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

(ホ)　　　　──────
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項目
前連結会計年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

 (ヘ)重要なヘッジ会計の方法

(1）ヘッジ会計の方法

　振当処理の要件を満たしている為替

予約等については振当処理を、特例処

理の要件を満たしている金利スワップ

については特例処理を採用しておりま

す。

(ヘ)　　　　──────

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段：為替予約等取引

　　ヘッジ対象：外貨建金銭債務

ｂ．ヘッジ手段：金利スワップ

　　ヘッジ対象：借入金利息

　

 (3）ヘッジ方針

　　　当社で規定された管理体制に基づき、金

利変動リスク、為替変動リスクをヘッ

ジしております。

　

 (4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象のキャッシュ・フローの

変動の累計とヘッジ手段のキャッシュ

・フローの変動の累計とを比率分析す

る方法により行っております。但し、特

例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しており

ます。

　

 (ト)その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理方法

　税抜方式によっております。

(ト)その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項

(1）消費税等の会計処理方法

同左

 (2）販売促進費等の会計処理

　　　連結子会社の一部は通信販売を行って

おり、翌連結会計年度の売上に対応す

るカタログ制作費等は前払費用に計上

しております。

(2）販売促進費等の会計処理

同左

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しております。

同左

６．のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれんの償却については、５年間の定額法

により償却を行っております。

──────

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、随時引出し可能な預金及び容易

に換金可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

からなっております。

同左

EDINET提出書類

株式会社イマージュホールディングス(E03198)

有価証券報告書

44/97



【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

────── （棚卸資産の評価に関する会計基準の適用）

　通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従来、

主として移動平均法による低価法によっておりましたが、

当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準委員会　企業会計基準第９号　平成18年７月

５日公表分）が適用されたことに伴い、主として移動平均

法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

（リース取引に関する会計基準の適用）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており

ましたが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第13号　平成19

年３月30日改正）及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指針第

16号　平成19年３月30日改正）を適用し、通常の売買取引に

係る方法に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しておりま

す。　

　これによる損益に与える影響はありません。　
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【注記事項】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成21年２月28日）

当連結会計年度
（平成22年２月28日）

────── ※１．たな卸資産の内訳

　 商品 2,074,410千円

貯蔵品 6,516千円

※１．関連会社に対するものは次のとおりであります。 ※２．関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資その他の資産「その他」

（出資金）
 20,330千円

投資その他の資産「その他」

（出資金）
20,330千円

※２．担保に供している資産

(1）担保資産

※３．担保に供している資産

(1）担保資産

建物及び構築物 1,571,105千円

土地   5,757,745千円

投資有価証券 87,696千円

関係会社株式  289,965千円

計 7,706,512千円

建物及び構築物 1,465,852千円

土地 5,757,745千円

投資有価証券 62,937千円

関係会社株式   289,965千円

計 7,576,500千円

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

短期借入金 2,700,000千円

１年内返済予定の

長期借入金
638,500千円

長期借入金 1,177,000千円

支払手形及び買掛金 266,603千円

　計 4,782,103千円

なお、関係会社株式は連結上消去されておりま

す。　

短期借入金 2,640,000千円

１年内返済予定の

長期借入金
465,200千円

長期借入金 828,500千円

支払手形及び買掛金 111,421千円

　計 4,045,121千円

なお、関係会社株式は連結上消去されておりま

す。　

※３．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決算処理しております。なお、当連結

会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連

結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含ま

れております。

受取手形 6,576千円

支払手形  172,901千円

※４．連結会計年度末日満期手形

　連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手

形交換日をもって決算処理しております。なお、当連結

会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の連

結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含ま

れております。

受取手形 2,662千円

支払手形 133,467千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

※１．たな卸資産に関する低価基準による評価減の金額

105,551千円が売上原価に算入されております。

※１．期末たな卸資産は収益性の低下に基づく簿価切下後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含

まれております。

　　　　173,355千円

※２．固定資産売却益の内訳　

車両運搬具 38千円

 

──────　

　

 

────── ※２．債務免除益の内容

　　　辞任した取締役からの退職慰労金返上に伴うものであ

ります。

※３．固定資産売却損の内訳

建物及び構築物 5,750千円

その他 43千円

計 5,794千円

──────

　

※４．固定資産除却損の内訳 ※３．固定資産除却損の内訳

建物及び構築物 3,540千円

無形固定資産（ソフトウェア） 17,888千円

その他 10,139千円

計 31,569千円

建物及び構築物 51,838千円

無形固定資産（ソフトウェア） 16,251千円

その他 26,511千円

計 94,602千円

※５．店舗閉鎖損の内訳 　──────

固定資産除却損 308,178千円

解約違約金 352,138千円

商品評価損 204,028千円

店舗閉鎖損失引当金繰入額 684,668千円

計 1,549,014千円

　

※６．減損損失

　　　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。　　

場所 用途 種類 減損損失

東京都渋谷区

他51ヶ所
小売店舗

建物及び

構築物等 

千円 

462,256

　　　資産のグルーピングについては、原則として事業の種類

別セグメント区分に基づいておりますが、店舗販売事

業については、キャッシュ・フローを生み出す最小単

位としての店舗を基本単位とし、不動産賃貸事業につ

いては、個別の物件毎にグルーピングしております。

　上記の資産グループについては、営業損益が悪化し将

来キャッシュ・フローが見込めない状態であるため、

帳簿価額を回収可能価額（使用価値）まで減額するこ

ととし、その全額を減損損失として計上しました。　

　その内訳は、有形固定資産「建物及び構築物」（建物

付属設備）345,269千円、有形固定資産「その他」（工

具、器具及び備品）22,772千円、無形固定資産10,552千

円、リース資産62,326千円、その他21,336千円でありま

す。

　──────　　　　
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,520,000 － － 14,520,000

合計 14,520,000 － － 14,520,000

自己株式     

普通株式 721,368 － － 721,368

合計 721,368 － － 721,368

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
──────　 28,846

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － 28,846

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度増
加株式数（株）

当連結会計年度減
少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 14,520,000 － － 14,520,000

合計 14,520,000 － － 14,520,000

自己株式     

普通株式 721,368 10 － 721,378

合計 721,368 10 － 721,378

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。　

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社

（親会社）

ストック・オプションとして

の新株予約権
────── 33,702

連結子会社 － － － － － － －

合計 － － － － － 33,702

３．配当に関する事項

　該当事項はありません。　

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

（平成21年２月28日現在） （平成22年２月28日現在）

現金及び預金勘定      794,361千円

現金及び現金同等物     794,361千円

　

現金及び預金勘定      389,104千円

現金及び現金同等物     389,104千円

　
──────　 ※１．当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳

　　　株式の売却により株式会社東京キャン及び株式会社ノ

イが連結子会社でなくなったことに伴う連結除外時の

資産及び負債の内訳並びに株式の売却価額と売却によ

る支出は次のとおりであります。

　
　

流動資産      611,921千円

固定資産     225,046千円

流動負債 △794,969千円

固定負債      △41,998千円

上記２社の売却価額      0千円

上記２社の現金及び現金同等物 △154,294千円

差引：売却による支出     △154,294千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引　

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース取引開始日が、平成21年２月28日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

減損損失累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

有形固定資産(建物

及び構築物） 
10,7213,806 6,914 －

有形固定資産「そ

の他」(工具、器具

及び備品）

333,141197,33142,57893,231

無形固定資産

「その他」

(ソフトウェア）

219,096182,598 － 36,497

合計 562,958383,73749,492129,728

 
取得価額相当
額
（千円）

減価償却累計額
相当額
　（千円）

期末残高相当
額
（千円）

有形固定資産「そ

の他」(工具、器具

及び備品）

100,620 57,281 43,338

無形固定資産

「その他」

(ソフトウェア）

55,725 41,957 13,768

合計 156,345 99,238 57,107

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　（注）　　　　　　　 同左

２．未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年内 87,384千円

１年超 85,024

合計 172,408

１年内 30,972千円

１年超 26,134

合計 57,107

リース資産減損勘定の残高 42,680千円 　 　

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

　（注）　　　　　　　 同左

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減価

償却費相当額

支払リース料 325,533千円

リース資産減損勘定の取崩額 97,729

減価償却費相当額 197,213

減損損失 61,527

支払リース料 109,946千円

リース資産減損勘定の取崩額 37,324

減価償却費相当額 72,621

　 　

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

────── ２．オペレーティング・リース取引

　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

　 １年内 30,450千円

１年超 43,500

合計 73,950
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（有価証券関係）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 種類

前連結会計年度（平成21年２月28日） 当連結会計年度（平成22年２月28日）

取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額
（千円）

差額（千円）
取得原価
（千円）

連結貸借対照
表計上額
（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの

(1）株式 － － － － － －

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 － － － － － －

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の

(1）株式 122,832 89,060 △33,772 125,235 65,892 △59,343

(2）債券 － － － － － －

(3）その他 － － － － － －

小計 122,832 89,060 △33,772 125,235 65,892 △59,343

合計 122,832 89,060 △33,772 125,235 65,892 △59,343

２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

売却額（千円）
売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

－ － － 150,000 100,000 －

３．時価評価されていない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額

 
前連結会計年度

（平成21年２月28日）
当連結会計年度

（平成22年２月28日）
連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券   

非上場株式 54,090 2,567
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（デリバティブ取引関係）

１．取引の状況に関する事項

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　輸入取引に係る為替変動リスクに備えるため、為替予約取引及び通貨オプション取引を、また、借入金利等

の将来の金利市場における利率上昇による変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を利用しておりま

す。

　この管理は、経理グループにて行っておりますが、社内規程を遵守し、社内規程上経理管掌取締役に委嘱さ

れた権限を超える取引を行う場合は、必ず事前に取締役会の承認を得ることとしてリスク管理をしておりま

す。また、監査グループの社内監査を随時実施しております。

　デリバティブの契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行によるいわゆ

る信用リスクは、ほとんどないと判断しております。また、デリバティブ取引は、外国為替相場及び金利の変

動による市場リスクがあります。

当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。　

２．取引の時価に関する事項

　　前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）及び当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至

　平成22年２月28日）

　　　期末残高がないため、該当事項はありません。

　

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、内規に基づく社内積立の退職一時金制度のほか、確定給付型の適格退職年金制度に加入して

おります。

２．退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度

（平成21年２月28日）
当連結会計年度

（平成22年２月28日）

(1）退職給付債務（千円） △268,731 △275,199

(2）年金資産（千円） 96,051 109,490

(3）退職給付引当金（千円） △172,680 △165,708

　（注）　退職給付債務の算定にあたっては、簡便法を採用しております。

３．退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

(1）勤務費用（千円） 54,438 22,202

(2）退職給付費用（千円） 54,438 22,202

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

前連結会計年度
（平成21年２月28日）

当連結会計年度
（平成22年２月28日）

　退職一時金制度の社内積立に係る退職給付債務の計算は、

退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とす

る方法を採用し、適格退職年金制度に移行した部分に係る

退職給付債務の計算は、直近の年金財政計算上の責任準備

金をもって退職給付債務とする方法を採用しております。

同左
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（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　販売費及び一般管理費　　　15,420千円

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
　

付与対象者の区分及び人

数

当社の取締役１名

当社の従業員21名

外部アドバイザー２社

当社の取締役２名

当社の従業員15名

外部アドバイザー１社

当社の従業員15名

子会社の取締役１名

子会社の従業員４名

　

株式の種類別のストック

・オプションの数(注)
普通株式　273,000株普通株式　149,000株普通株式　 41,000株　

付与日 平成16年６月24日 平成17年６月21日 平成18年６月23日 　

権利確定条件

権利確定条件は付して

いない。但し、付与対象

者が、役員就業規則に

違反して取締役を辞任

した場合、就業規則に

定める懲戒の事由に該

当し、退職もしくは解

雇された場合は、新株

予約権は直ちに失効す

る。

同左 同左 　

対象勤務期間 なし 同左 同左 　

権利行使期間

２年間（平成18年５月

28日から平成20年５月

27日まで）

２年間（平成19年５月

28日から平成21年５月

27日まで）

２年間（平成20年５月

31日から平成22年５月

30日まで）

　

（注）株式数に換算して記載しております。

 
平成19年

ストック・オプション
　

付与対象者の区分及び人数

当社の取締役３名

当社の従業員106名

子会社の取締役１名

子会社の従業員13名

　

株式の種類別のストック・オプショ

ンの数(注)
普通株式　317,000株 　

付与日 平成19年６月28日 　

権利確定条件

付与日（平成19年６月28日）以降、権利確定日（平成21年５

月30日）まで継続して勤務していること。但し、定年又は任期

満了により退職の場合及び当社取締役会が、正当な理由があ

ると認めた場合はこの限りでない。

　

対象勤務期間 703日間（平成19年６月28日から平成21年５月30日まで）　

権利行使期間 ２年間（平成21年５月31日から平成23年５月30日まで）　

（注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
 平成19年

ストック・オプション

権利確定前　　　（株）                 

前連結会計年度末 － － － 299,000

付与 － － － －

失効 － － － 19,500

権利確定 － － － －

未確定残 － － － 279,500

権利確定後　　　（株）                 

前連結会計年度末 273,000 49,000 31,000 －

権利確定 － － － －

権利行使 － － － －

失効 273,000 － － －

未行使残 － 49,000 31,000 －

②　単価情報

 
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
 平成19年

ストック・オプション

権利行使価格　　（円） 520 755 569 542

行使時平均株価　（円） － － － －

付与日における公正な評

価単価（円）
－ － 60 122

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当連結会計年度において付与したストック・オプションはありません。

EDINET提出書類

株式会社イマージュホールディングス(E03198)

有価証券報告書

54/97



当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

１．ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額、収益計上額及び科目名

　　販売費及び一般管理費　　　6,868千円

　　新株予約権戻入益　　　　　2,013千円　

２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
平成19年

ストック・オプション

付与対象者の区分及び人

数

当社の取締役２名

当社の従業員15名

外部アドバイザー１社

当社の従業員15名

子会社の取締役１名

子会社の従業員４社

当社の取締役３名

当社の従業員106名

子会社の取締役１名

子会社の従業員13名

株式の種類別のストック

・オプションの数(注)
普通株式　149,000株 普通株式 　41,000株 普通株式　317,000株

付与日 平成17年６月21日 平成18年６月23日 平成19年６月28日

権利確定条件

権利確定条件は付していない。

但し、付与対象者が、役員就業

規則に違反して取締役を辞任

した場合、就業規則に定める懲

戒の事由に該当し、退職もしく

は解雇された場合は、新株予約

権は直ちに失効する。

同左

付与日（平成19年６月28日）

以降、権利確定日（平成21年５

月30日）まで継続して勤務し

ていること。但し、定年又は任

期満了により退職の場合及び

当社取締役会が、正当な理由が

あると認めた場合はこの限り

でない。

対象勤務期間 なし 同左
703日間（平成19年６月28日か

ら平成21年５月30日まで）

権利行使期間
２年間（平成19年５月28日か

ら平成21年５月27日まで）

２年間（平成20年５月31日か

ら平成22年５月30日まで）

２年間（平成21年５月31日か

ら平成23年５月30日まで）

（注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

 
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
 平成19年

ストック・オプション

権利確定前　　　（株）             

前連結会計年度末 － － 279,500

付与 － － －

失効 － － 2,000

権利確定 － － 277,500

未確定残 － － －

権利確定後　　　（株）             

前連結会計年度末 49,000 31,000 －

権利確定 － － 277,500

権利行使 － － －

失効 49,000 － 16,500

未行使残 － 31,000 261,000

②　単価情報

 
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション
 平成19年

ストック・オプション

権利行使価格　　（円） 755 569 542

行使時平均株価　（円） － － －

付与日における公正な評価単価（円） － 60 122

３．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

　当連結会計年度において付与したストック・オプションはありません。
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成21年２月28日）

当連結会計年度
（平成22年２月28日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産（流動）  

未払金　 20,449千円

店舗閉鎖損失引当金否認 275,510

商品評価損 79,525

前払費用否認 114,798

ポイント引当金否認 69,879

返品調整引当金繰入限度超過額 64,618

資材廃棄損否認 14,164

賞与引当金繰入限度超過額 39,560

未払事業税否認 49,737

その他 19,367

繰延税金資産（流動）小計 747,612

評価性引当額 △657,922

繰延税金資産（流動）合計 89,690

繰延税金資産（固定）  

税務上の繰越欠損金 2,899,625

売上（前受金） 51,406

減価償却超過額 115,389

長期未払金 89,324

退職給付引当金否認額 68,500

その他有価証券評価差額 13,590

その他 10,282

繰延税金資産（固定）小計 3,248,119

評価性引当額 △3,078,099

繰延税金資産（固定）合計 170,019

繰延税金負債（固定）  

貸倒引当金 △22,488

繰延税金負債（固定）合計 △22,488

繰延税金資産（固定）の純額 147,531

繰延税金資産（流動）  

税務上の繰越欠損金　 124,437千円

商品評価損 93,489

　ポイント引当金否認 74,280

前払費用否認 27,290

返品調整引当金繰入限度超過額 36,240

賞与引当金繰入限度超過額 36,897

貸倒引当金繰入限度超過額 25,335

未払事業税否認 16,656

その他 31,945

繰延税金資産（流動）小計 466,573

評価性引当額 △110,685

繰延税金資産（流動）合計 355,888

繰延税金負債（流動） 　

貸倒引当金 △2,947

繰延税金負債（流動）合計 △2,947

繰延税金資産（流動）の純額 352,940

繰延税金資産（固定）  

税務上の繰越欠損金 3,248,608

売上（前受金） 43,159

減価償却超過額 44,167

退職給付引当金否認額 67,282

その他有価証券評価差額 23,992

その他 15,678

繰延税金資産（固定）小計 3,442,888

評価性引当額 △3,023,148

繰延税金資産（固定）合計 419,739

　  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.24％

（調整）  

評価性引当額 △51.34％

のれん償却額 △3.74％

交際費 △1.32％

住民税均等割 △0.50％

未実現利益に対する税効果未認識額 △0.47％

その他 0.80％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △16.33％

法定実効税率 40.43％

（調整）  

評価性引当額 △47.65％

交際費 2.05％

住民税均等割 0.94％

未実現利益に対する税効果未認識額 △1.77％

実効税率変更による差異 △1.91％

その他 △0.75％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △8.66％

　当連結会計年度より、法定実効税率を前期の40.24％

から40.43％に変更しております。これによる影響は軽

微であります。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

 
通信販売事業
（千円）

店舗販売事業
（千円）

不動産賃
貸事業 
 （千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益        
売上高        

(1）外部顧客に対する売上

高
21,947,7963,737,148230,577241,32226,156,845 － 26,156,845

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － － －

計 21,947,7963,737,148230,577241,32226,156,845 － 26,156,845

営業費用 20,147,2345,242,71971,423 265,19125,726,569568,73026,295,299

営業利益又は営業損失

（△）
1,800,561△1,505,570159,154△23,869 430,275(568,730)△138,454

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出
       

資産 9,962,2811,090,6254,565,30212,61215,630,821689,72616,320,548

減価償却費 207,374 70,972 40,835 2,185 321,368 5,126 326,494

減損損失 － 462,256 － － 462,256 － 462,256

資本的支出 116,969288,056 － － 405,026 7,015 412,041

　（注）１．事業区分は販売形態の類似性等によっております。

２．事業区分の主な内容

(1）通信販売事業…カタログ等を媒体とする通信販売事業

(2）店舗販売事業…小売店舗事業

(3）不動産賃貸事業…不動産の賃貸事業

(4）その他の事業…インナー商材卸売事業、化粧品卸売事業

３．営業費用のうち消去又は全社に含めた配賦不能営業費用の金額は568,872千円であり、その主なものは、提出

会社の本社管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち消去又は全社に含めた全社資産の金額は712,215千円であり、その主なものは、当社での余資運用

資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産であります。
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当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

 
通信販売事業
（千円）

不動産賃
貸事業 
 （千円）

その他の事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

Ⅰ．売上高及び営業損益       
売上高       

(1）外部顧客に対する売上

高
17,442,375187,830 265,93717,896,144 － 17,896,144

(2）セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － － － － －

計 17,442,375187,830 265,93717,896,144 － 17,896,144

営業費用 16,155,394 68,499 225,03116,448,924459,957 16,908,882

営業利益 1,286,981 119,331 40,906 1,447,219(459,957) 987,262

Ⅱ．資産、減価償却費、減損損

失及び資本的支出
      

資産 8,049,8454,527,612 38,857 12,616,316896,91213,513,228

減価償却費 181,145 37,697 37 218,880 5,067 223,948

資本的支出 160,590 － － 160,590 18,408 178,998

　（注）１．事業区分は販売形態の類似性等によっております。

２．事業区分の主な内容

(1）通信販売事業…カタログ等を媒体とする通信販売事業

(2）不動産賃貸事業…不動産の賃貸事業

(3）その他の事業…インナー商材卸売事業、化粧品卸売事業

３．営業費用のうち消去又は全社に含めた配賦不能営業費用の金額は459,957千円であり、その主なものは、提出

会社の本社管理部門に係る費用であります。

４．資産のうち消去又は全社に含めた全社資産の金額は896,912千円であり、その主なものは、当社での余資運用

資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）、繰延税金資産及び管理部門に係る資産であります。

５．前連結会計年度まで区分しておりました店舗販売事業は、同事業から撤退したため当連結会計年度より区分

しておりません。　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）及び当連結会計年度（自　平成21年３月１日　

至　平成22年２月28日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）及び当連結会計年度（自　平成21年３月１日　

至　平成22年２月28日）

　海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　役員及び個人主要株主等

属性 氏名 住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 南保 正義 － －
当社代表取

締役社長

(被所有)

直接 14.19
－ －

資金の借入 600,000短期借入金 490,000

支払利息 2,965 － －

　（注）１．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　　資金の借入については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

当連結会計年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

（追加情報）

　当連結会計年度より「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第11号　平成18

年10月17日）及び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用指

針第13号　平成18年10月17日）を適用しております。この結果、従来の開示対象範囲に加えて、連結財務諸表提出会

社の連結子会社と関連当事者との取引が開示対象に追加されております。

　

(1）連結財務諸表提出会社の親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係　

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

法人主要

株主

㈱ジャス

ティス

香川県

坂出市
3,000

有価証券の

投資・保有

業

(被所有)

直接 21.74
－ 

重畳的債務

の引受
350,000　 － －　

　（注）１．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。

　　　　２．株式会社ジャスティスの銀行借入について当社が重畳的に債務引受したものであります。当社が当該重畳的債務

の弁済を実行した場合には、弁済額と同額を南保正義氏からの借入金から減ずる旨の同意書を交わしてお

り、当社の債務を増加させるものではありません。なお、保証料等は受領しておりません。

　　　　３．上記の重畳的債務に対して、当社の連結子会社である株式会社アイムが債務保証を行っております。なお、保証料

は受領しておりません。

　　　　４．当社個人主要株主の南保光宏氏が85％、その近親者である村田有里氏が15％それぞれ出資する法人であります。　
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　　　　(2）連結財務諸表提出会社の役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内容
又は職業

議決権等の所
有（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係　

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

個人主要

株主
南保 光宏 － － 団体職員

(被所有)

直接 13.64
－

当社の銀行

借入に対す

る担保提供

2,026,600

　
－ －　

個人主要

株主の近

親者

南保 正義 － －　 当社相談役　
(被所有)

直接 1.88
－　

資金の借入 － 短期借入金 376,355

支払利息 8,433未払利息 541

当社の銀行

借入に対す

る担保提供

2,026,600－ －

債務の免除 197,520－ －

個人主要

株主の近

親者

南保 幸子 － － 会社役員
(被所有)

直接 5.17
－

当社の銀行

借入に対す

る担保提供

2,026,600－ －

個人主要

株主の近

親者

村田 有里 － － 主婦
(被所有)

直接 3.98
－

当社の銀行

借入に対す

る担保提供

2,026,600－ －

　（注）１．上記取引金額には、消費税等は含まれておりません。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

　①当社の銀行借入に対する担保提供は、南保光宏氏、南保幸子氏、村田有里氏が保有する当社株式及び南保正義

氏が保有する土地建物の担保提供を受けているものであります。なお、当社は担保料の支払は行っておりま

せん。

　②資金の借入については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

　③債務の免除は、前代表取締役社長から退職慰労金の返上を受けたものであります。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

１株当たり純資産額 282円12銭

１株当たり当期純損失金額 203円69銭

１株当たり純資産額 375円85銭

１株当たり当期純利益金額 95円58銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
△2,810,662 1,318,876

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円）
△2,810,662 1,318,876

期中平均株式数（株） 13,798,632 13,798,628

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

新株予約権３種類（新株予約権の

数3,595個）。

これらの概要は、「第４提出会社の

状況、１　株式等の状況、

（2）新株予約権の状況」に記載の

とおりです。　

新株予約権２種類（新株予約権の

数2,920個）。

これらの概要は、「第４提出会社の

状況、１　株式等の状況、

（2）新株予約権の状況」に記載の

とおりです。　　
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

（株式会社東京キャンの株式売却について） ──────　

　当社の連結子会社である株式会社Ｆ.Ｂ.Ｐパートナーズ

は、株式会社東京キャンの全株式（１株）を、株式会社サン

トレーディング・ホールディングスに対して、平成21年４

月30日付で売却いたしました。

　

①売却の理由

　当社グループで展開する店舗販売事業については、カタロ

グ・インターネット・小売店舗の複合チャネルによる事業

拡大を企図し、平成16年12月の株式会社Ｔ.Ｃターミナルの

株式譲受以降、事業基盤の確立に向けて様々な試みを続け

てまいりましたが、採算面において継続して大幅な赤字を

計上する結果となり、当社グループ業績低迷の主要因と

なっておりました。

　

　このため、店舗販売事業については整理・縮小の方針と

し、平成20年７月には株式会社Ｔ.Ｃターミナルの解散を決

定するとともに、株式会社東京キャンについても、事業運営

全般の見直しを行い損益ゼロベースの運営体制の構築を実

現すべく努めてまいりました。しかしながら、株式会社東京

キャンについては、その後も売上高が計画を下回る状況が

続き継続的な損失を計上する結果となったことから、独自

での事業基盤の建て直しは困難と判断いたしました。

　

　当該事業の整理方法については、順次、店舗閉鎖等を進め

ていく自主清算型をはじめ様々な観点から具体的な方策を

検討してまいりましたが、今後の追加資金負担や損失発生

等に関して当社の負担するリスクが最も少ないと見込まれ

ることから、当該株式の売却を決定したものであります。

　

②株式売却の相手会社の名称

　株式会社サントレーディング・ホールディングス

　（神奈川県横浜市）

　

③株式売却の時期

　平成21年４月30日

　

④売却する子会社の名称、事業内容及び当社との取引内容

　名　　称　　株式会社東京キャン（東京都渋谷区）

　事業内容　　衣料品等の製造卸小売業

　当社との　　店舗設備の賃貸、資金の貸付、経理業務

　取引内容　　受託

　

⑤売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分

比率

　売却する株式の数　　　１株

　売却価額　　　　　　　１円

　売却損益　　　　　　　０千円

　売却後の持分比率　　　0.0％
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前連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当連結会計年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

──────　

　

（集合動産根譲渡担保権設定契約について）　

　当社及び当社の連結子会社である株式会社イマージュ、株

式会社アイム及び株式会社イマージュ・ネットは、平成22

年５月７日付で、株式会社百十四銀行との間で集合動産根

譲渡担保権設定契約を締結いたしました。

　 ①担保提供の理由　

　当社が株式会社百十四銀行に対して現在及び将来におい

て負担する金銭消費貸借債務、手形金債務、費用償還債

務、損害賠償債務その他一切の債務の弁済を担保するた

めであります。

　 ②担保の提供期間　

　10年間。但し、被担保債務が全額弁済された場合には、本契

約は終了する。

　 ③担保提供資産の種類及び簿価　

（種類）　

　当社の連結子会社である株式会社イマージュ及び株式会

社アイムが所有するたな卸資産

（簿価）平成22年２月28日現在

　株式会社イマージュ：1,674,607千円

　株式会社アイム：404,990千円　
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

利率（％） 担保 償還期限

㈱アイム 第１回無担保社債 平成21年１月20日
90,000

(18,000)

72,000

(18,000)
1.2なし 平成26年１月20日

㈱アイム 第２回無担保社債 平成21年12月25日 －
90,000

(18,000)
1.0なし 平成26年12月25日

合計 － －
90,000

(18,000)

162,000

(36,000)
－ － －

　（注）１．（ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。

２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内（千円）
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

36,000 36,000 36,000 36,000 18,000

【借入金等明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 3,825,0003,411,3553.3 －

１年以内に返済予定の長期借入金 638,500 465,200 4.1 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 1,177,000828,500 2.1平成23年～平成25年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く） － － － －　

その他有利子負債 － － － －　

合計 5,640,5004,705,055－ －

　（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　　　２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）には、無利息の借入金が400,000千円含まれております。　

３．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであ

ります。

 
１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

長期借入金 751,500 61,000 16,000 －
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（２）【その他】

　当連結会計年度における四半期情報

 

第１四半期

自平成21年３月１日

至平成21年５月31日

第２四半期

自平成21年６月１日

至平成21年８月31日

第３四半期

自平成21年９月１日

至平成21年11月30日

第４四半期

自平成21年12月１日

至平成22年２月28日

売上高（千円） 5,527,058　 3,557,712　　 　5,362,641　 3,448,731

税金等調整前四半期純利益

金額（千円）
590,012　 46,559　　 443,246 133,972

四半期純利益金額又は四半

期純損失金額（△）(千円)
484,425 △113,629　 331,904　 616,176

１株当たり四半期純利益金

額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）（円）

35.11　 △8.23　 24.05 44.65　
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２【財務諸表等】
（１）【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 138,503 89,981

売掛金 62,490 40,587

前払費用 22,492 13,247

繰延税金資産 31,975 132,109

未収入金 － 124,784

その他 51,587 7,043

貸倒引当金 △930 △1,425

流動資産合計 306,119 406,329

固定資産

有形固定資産

建物 5,281,348 5,268,402

減価償却累計額 △3,650,884 △3,744,386

建物（純額） ※1
 1,630,464

※1
 1,524,015

構築物 332,754 332,754

減価償却累計額 △293,118 △298,517

構築物（純額） 39,635 34,236

機械及び装置 503,590 504,420

減価償却累計額 △471,847 △478,899

機械及び装置（純額） 31,742 25,521

工具、器具及び備品 135,138 161,514

減価償却累計額 △116,572 △74,733

工具、器具及び備品（純額） 18,566 86,781

土地 ※1
 5,757,745

※1
 5,757,745

有形固定資産合計 7,478,154 7,428,300

無形固定資産

借地権 5,721 5,721

商標権 7,905 5,194

ソフトウエア 1,937 1,174

電話加入権 21,820 21,820

無形固定資産合計 37,384 33,911
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(単位：千円)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 143,150

※1
 68,460

関係会社株式 ※1
 1,054,590

※1
 1,045,243

関係会社出資金 20,330 20,330

長期貸付金 30,000 30,000

関係会社長期貸付金 7,426,500 1,222,750

長期前払費用 4,754 1,888

繰延税金資産 731,720 914,004

敷金 158,742 －

差入保証金 125,050 163,150

その他 27,725 45,036

貸倒引当金 △5,915,495 △299,480

投資その他の資産合計 3,807,067 3,211,382

固定資産合計 11,322,606 10,673,594

資産合計 11,628,726 11,079,923

負債の部

流動負債

支払手形 1,219 1,389

短期借入金 ※1, ※2
 4,345,000

※1, ※2
 4,705,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 638,500

※1
 465,200

未払金 77,612 81,389

未払費用 13,672 13,295

未払法人税等 6,502 10,728

前受金 15,965 15,809

預り金 7,402 1,465

株主、役員又は従業員からの短期借入金 490,000 376,355

その他 57,506 －

流動負債合計 5,653,381 5,670,632

固定負債

長期借入金 ※1
 1,177,000

※1
 828,500

退職給付引当金 26,965 26,304

債務保証損失引当金 806,310 14,193

長期未払金 221,980 24,460

長期預り金 121,106 118,802

固定負債合計 2,353,362 1,012,259

負債合計 8,006,743 6,682,891

EDINET提出書類

株式会社イマージュホールディングス(E03198)

有価証券報告書

67/97



(単位：千円)

前事業年度
(平成21年２月28日)

当事業年度
(平成22年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,299,220 4,299,220

資本剰余金

資本準備金 4,263,390 4,263,390

資本剰余金合計 4,263,390 4,263,390

利益剰余金

利益準備金 85,000 85,000

その他利益剰余金

別途積立金 1,080,000 1,080,000

繰越利益剰余金 △5,775,182 △4,979,416

利益剰余金合計 △4,610,182 △3,814,416

自己株式 △325,518 △325,520

株主資本合計 3,626,909 4,422,673

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △33,772 △59,343

評価・換算差額等合計 △33,772 △59,343

新株予約権 28,846 33,702

純資産合計 3,621,983 4,397,032

負債純資産合計 11,628,726 11,079,923
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②【損益計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

売上高

手数料収入 ※3
 613,714

※3
 484,472

不動産賃貸収入 ※3
 360,861

※3
 306,088

売上高合計 974,575 790,560

売上原価

不動産賃貸原価 202,975 186,232

売上原価合計 202,975 186,232

売上総利益 771,600 604,328

販売費及び一般管理費

支払手数料 128,186 141,545

貸倒引当金繰入額 6,578 －

給料及び賞与 177,302 153,443

退職給付費用 7,806 2,307

役員退職慰労引当金繰入額 2,520 －

広告宣伝費 95,875 75,285

減価償却費 3,961 3,643

その他 199,701 136,237

販売費及び一般管理費合計 621,932 512,462

営業利益 149,667 91,865

営業外収益

受取利息 ※3
 24,751

※3
 18,574

受取配当金 1,512 1,356

保険解約返戻金 － 15,575

雑収入 5,863 4,646

営業外収益合計 32,127 40,152

営業外費用

支払利息 ※3
 99,601

※3
 164,913

雑損失 4,244 2,847

営業外費用合計 103,845 167,761

経常利益又は経常損失（△） 77,949 △35,742

特別利益

投資有価証券売却益 － 100,000

新株予約権戻入益 － 2,013

債務免除益 － ※1
 197,520

貸倒引当金戻入額 255,258 7,005

債務保証損失引当金戻入額 117,313 413,474

特別利益合計 372,571 720,012
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

特別損失

固定資産売却損 ※1
 5,794 －

固定資産除却損 ※2
 27,277

※2
 14,355

投資有価証券評価損 － 1,522

関係会社株式評価損 1,040,245 －

貸倒引当金繰入額 3,121,345 147,080

債務保証損失引当金繰入額 500,000 －

関係会社整理損 － 2,174

解約違約金 33,419 －

減損損失 ※4
 60,839 －

特別損失合計 4,788,922 165,132

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △4,338,402 519,137

法人税、住民税及び事業税 △774 5,789

法人税等調整額 △111,847 △282,417

法人税等合計 △112,622 △276,628

当期純利益又は当期純損失（△） △4,225,779 795,765

EDINET提出書類

株式会社イマージュホールディングス(E03198)

有価証券報告書

70/97



③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,299,220 4,299,220

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,299,220 4,299,220

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,263,390 4,263,390

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,263,390 4,263,390

資本剰余金合計

前期末残高 4,263,390 4,263,390

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 4,263,390 4,263,390

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 85,000 85,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 85,000 85,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 1,080,000 1,080,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,080,000 1,080,000

繰越利益剰余金

前期末残高 △1,549,402 △5,775,182

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △4,225,779 795,765

当期変動額合計 △4,225,779 795,765

当期末残高 △5,775,182 △4,979,416

利益剰余金合計

前期末残高 △384,402 △4,610,182

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △4,225,779 795,765

当期変動額合計 △4,225,779 795,765

当期末残高 △4,610,182 △3,814,416
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(単位：千円)

前事業年度
(自　平成20年３月１日
　至　平成21年２月28日)

当事業年度
(自　平成21年３月１日
　至　平成22年２月28日)

自己株式

前期末残高 △325,518 △325,518

当期変動額

自己株式の取得 － △1

当期変動額合計 － △1

当期末残高 △325,518 △325,520

株主資本合計

前期末残高 7,852,689 3,626,909

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △4,225,779 795,765

自己株式の取得 － △1

当期変動額合計 △4,225,779 795,763

当期末残高 3,626,909 4,422,673

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △14,054 △33,772

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△19,717 △25,570

当期変動額合計 △19,717 △25,570

当期末残高 △33,772 △59,343

評価・換算差額等合計

前期末残高 △14,054 △33,772

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△19,717 △25,570

当期変動額合計 △19,717 △25,570

当期末残高 △33,772 △59,343

新株予約権

前期末残高 13,425 28,846

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 15,420 4,855

当期変動額合計 15,420 4,855

当期末残高 28,846 33,702

純資産合計

前期末残高 7,852,059 3,621,983

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △4,225,779 795,765

自己株式の取得 － △1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △4,296 △20,714

当期変動額合計 △4,230,076 775,049

当期末残高 3,621,983 4,397,032
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

　当社は、主力の「イマージュ」カタログの不振や子会社株

式会社Ｔ.Ｃターミナルで展開する店舗販売事業の不振に

伴う個別引当等により、平成17年２月期以降継続的に当期

純損失を計上しており、当事業年度においても、子会社株式

会社Ｔ.Ｃターミナルの営業終了に伴う特別損失の計上に

よる追加引当や子会社株式会社イマージュの株式評価損等

により、4,225百万円の当期純損失を計上することとなりま

した。子会社株式会社Ｔ.Ｃターミナルの店舗閉鎖に伴う整

理資金の支出や子会社株式会社東京キャンの損失計上によ

る資金流出により、当社も資金繰りに十分な余裕があると

は言えない状況にあり、今後、事業子会社において季節要因

等により運転資金需要が大幅に増加した場合、一時的な資

金不足が生じる可能性があります。このような状況により、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在しております。

──────

　当社はこのような状況を解消すべく、事業子会社におい

て、コア事業である「イマージュ事業（カタログ、ネット連

動による通信販売事業）」と安定的な収益源となっている

「化粧品事業」の二つの事業に経営資源を集中させ、採算

性を重視した事業運営に取り組んでいくことで安定的な黒

字体質への転換を目指してまいります。

　通信販売事業における取り組みとして、以下のような施策

を実施してまいります。

　

①「イマージュ」カタログの回復基調を維持継続すること

により売上高の拡大と採算性の改善を図ります。具体的

には、価格競争力のある商品開発、カタログ誌面の改善、

Ｗｅｂ専用の誘引戦略商品の開発とＷｅｂチャネルの最

大活用等により、新規顧客獲得数の持続的な増加と既存

顧客の継続率維持により、購入顧客数の増加を図ります。

　

②「イマージュ ルージュ」カタログのターゲット層を40

歳代後半まで拡大し、更なる事業規模の拡大を図ります。

　

③化粧品事業において、保湿関連の「ライスフォース」シ

リーズを中心とする既存商品で現状の売上高を維持し、

安定的な利益の確保を図る一方、にきびケア商品「アク

ポレス」や健康食品等の新商品の投入や海外市場におけ

る事業展開の開始など、次なる成長を牽引する柱の育成

を図ります。

　

　店舗販売事業においては、すでに子会社株式会社Ｔ.Ｃ

ターミナルの整理を終えており、子会社株式会社東京キャ

ンにつきましても、重要な後発事象に記載のとおり、全株式

を株式会社サントレーディング・ホールディングスに対し

て、平成21年４月30日付で売却いたしました。
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前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

　財務面におきましては、資金繰り改善に向けた抜本的な対

策が急務であるとの認識のもと、第三者割当増資をはじめ

とした資本増強施策等の資本政策も視野に入れて検討を進

めてまいります。一方、資金繰り改善の抜本的な対策となり

得る資本政策実現までの間は、取引金融機関に対して借入

枠の設定等の協力を要請し運転資金の確保を図ってまいり

ます。また、これらの施策による運転資金の確保により、事

業面においても前記施策を着実に推進する環境が整うもの

と考えております。

　このような取り組みを確実に実施していくことにより、継

続企業の前提に関する重要な疑義を解消できると判断して

おります。従いまして、財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表に

は反映しておりません。
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

　移動平均法による原価法

子会社株式

同左

 その他有価証券

(1）時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

その他有価証券

(1）時価のあるもの

同左

 (2）時価のないもの

　移動平均法による原価法

(2）時価のないもの

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　10～38年

機械及び装置　　　 5～12年

有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　10～38年

機械及び装置　　　 5～12年

 （追加情報）

　当事業年度より、法人税法の改正に伴

い、平成19年３月31日以前に取得した有

形固定資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した事業年度の翌

事業年度より、取得価額の５％相当額と

備忘価額との差額を５年間にわたり均等

償却し、減価償却費に含めて計上してお

ります。

　なお、これによる損益に与える影響は軽

微であります。

　

 無形固定資産

定額法

自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づ

く定額法

無形固定資産

同左

 長期前払費用

定額法

長期前払費用

同左
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項目
前事業年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　売上債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

 (2）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当期末

における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上しておりま

す。

(2）退職給付引当金

同左

 (3）役員退職慰労引当金

──────

(3）　　　　──────

 （追加情報）

　従来、役員の退職慰労金の支給に充てる

ため、内規による期末要支給額を計上し

ておりましたが、平成20年４月開催の当

社取締役会で役員退職慰労金制度の廃止

を決議し、平成20年５月29日開催の定時

株主総会において、同総会終結時までの

在任期間に対応する退職慰労金を退任時

に支給することを承認可決したことに伴

い、同日以降について引当金の計上を取

り止めました。

　これに伴い、平成20年５月29日現在にお

ける役員退職慰労引当金の残高221,980

千円を長期未払金に振替えております。

　

 (4）債務保証損失引当金

　　債務保証に係る損失に備えるため、保証

先の財政状態等を個別に勘案し、損失負

担見込額を計上しております。

(4）債務保証損失引当金

同左

４．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

──────

５．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1）消費税等の会計処理　　　　

　　税抜方式によっております。　

(1）消費税等の会計処理　　　

同左　
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

────── （リース取引に関する会計基準の適用）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってお

りましたが、当事業年度より「リース取引に関する会計

基準」（企業会計基準委員会　企業会計基準第13号　平成

19年３月30日改正）及び「リース取引に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準委員会　企業会計基準適用

指針第16号　平成19年３月30日改正）を適用し、通常の売

買取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用して

おります。　

　これによる損益に与える影響はありません。　
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【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

（貸借対照表）

　前期まで投資その他の資産の「その他」に含めて表示し

ておりました「差入保証金」は、資産の総額の100分の１を

超えたため区分掲記いたしました。なお、前事業年度末の

「差入保証金」は、52,150千円であります。　

（貸借対照表）

１．前期まで流動資産の「その他」に含めて表示しており

ました「未収入金」は、資産の総額の100分の１を超えた

ため区分掲記いたしました。なお、前事業年度末の「未収

入金」は、50,145千円であります。　

（損益計算書）

１．前期まで「売上高」に一括表示しておりました「手数

料収入」及び「不動産賃貸収入」は、売上高の総額の100

分の10を超えたため区分掲記いたしました。なお、前事業

年度の「手数料収入」は481,699千円、「不動産賃貸収

入」は314,355千円であります。

２．前期まで区分掲記しておりました「敷金」（当事業年

度末残高は37,076千円）は、資産の総額の100分の１を下

回ったため投資その他の資産の「その他」に含めて表示

することといたしました。　

２．前期まで区分掲記しておりました「荷造運賃」（当期

2,243千円）は、販売費及び一般管理費の総額の100分の

５を下回ったため、販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示することといたしました。

　

３．前期まで区分掲記しておりました「通信費」（当期

6,898千円）は、販売費及び一般管理費の総額の100分の

５を下回ったため、販売費及び一般管理費の「その他」

に含めて表示することといたしました。

　

４．前期まで販売費及び一般管理費の「その他」に含めて

表示しておりました「広告宣伝費」は、販売費及び一般

管理費の総額の100分の５を超えたため区分掲記いたし

ました。なお、前事業年度の「広告宣伝費」は78,161千円

であります。

　

５．前期まで区分掲記しておりました「電算機関連費用」

（当期6,823千円）は、販売費及び一般管理費の総額の

100分の５を下回ったため、販売費及び一般管理費の「そ

の他」に含めて表示することといたしました。

　

６．前期まで区分掲記しておりました「仕入割引」（当期

3千円）は、営業外収益の総額の100分の10を下回ったた

め、「雑収入」に含めて表示することといたしました。

　

７．前期まで区分掲記しておりました「為替差損」（当期

4,233千円）は、営業外費用の総額の100分の10を下回っ

たため、「雑損失」に含めて表示することといたしまし

た。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成21年２月28日）

当事業年度
（平成22年２月28日）

※１．担保に供している資産

(1）担保資産

※１．担保に供している資産

(1）担保資産

建物 1,571,105千円

土地 5,757,745

関係会社株式　 289,965

計 7,618,816

建物 1,465,852千円

土地 5,757,745

関係会社株式　 289,965

計 7,513,563

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務

短期借入金 2,700,000千円

１年内返済予定の

長期借入金
638,500

長期借入金 1,177,000

　計 4,515,500

短期借入金 2,640,000千円

１年内返済予定の

長期借入金
465,200

長期借入金 828,500

　計 3,933,700

(3）上記のほか、子会社の買掛債務に対して、投資有価

証券87,696千円を担保提供しております。

(3）上記のほか、子会社の買掛債務に対して、投資有価

証券62,937千円を担保提供しております。

※２．関係会社に対する資産及び負債 ※２．関係会社に対する資産及び負債

短期借入金 1,645,000千円　 短期借入金 2,065,000千円　

　３．偶発債務

　　　次の関係会社について、金融機関からの借入金等に対し

債務保証を行っております。

 保証先  金額（千円）  内容

㈱イマージュ・ネッ

ト
283,951

借入債務及びリース債

務

計 283,951 ― 

　

　３．偶発債務

　　　次の関係会社について、金融機関からの借入金等に対し

債務保証を行っております。

 保証先  金額（千円）  内容

㈱イマージュ・ネッ

ト
220,806

借入債務及びリース債

務

㈱Ｓ.Ｃパートナーズ 5,797
買掛債務及びリース債

務

計 226,603 ― 
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

────── ※１．債務免除益の内容

　　　辞任した取締役からの退職慰労金返上に伴うものであ

ります。　　　　

※１．固定資産売却損の内訳 ──────　　　　　

建物 211千円

構築物 5,538

工具、器具及び備品 43

計 5,794

　

※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳

建物 1,742千円

構築物 213

機械及び装置 638

工具、器具及び備品 71

その他 24,611

計 27,277

建物 7,592千円

工具、器具及び備品 1,393

その他 5,370

計 14,355

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

※３．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

手数料収入 604,326千円

不動産賃貸収入 139,671千円

受取利息         23,660千円

支払利息 17,356千円

手数料収入 480,099千円

不動産賃貸収入 122,629千円

受取利息     17,640千円

支払利息 28,356千円

※４．減損損失

　　　当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。　　

場所 用途 種類 減損損失

神戸市中央区

他４ヶ所
賃貸設備 建物等 

千円 

60,839

　　　資産のグルーピングについては、原則として事業の種類

別セグメント区分に基づいておりますが、店舗販売事

業については、キャッシュ・フローを生み出す最小単

位としての店舗を基本単位とし、不動産賃貸事業につ

いては、個別の物件毎にグルーピングしております。

　上記の資産グループについては、営業損益が悪化し将

来キャッシュ・フローが見込めない状態であるため、

帳簿価額を回収可能価額（使用価値）まで減額するこ

ととし、その全額を減損損失として計上しました。　

　その内訳は、建物（建物付属設備）17,084千円、工具、

器具及び備品4,755千円、リース資産38,999千円であり

ます。

──────
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 721,368 － － 721,368

合計 721,368 － － 721,368

当事業年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 721,368 10 － 721,378

合計 721,368 10 － 721,378

　（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。　
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引　

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース取引開始日が、平成21年２月28日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

減損損失累
計額相当額
（千円）

期末残高
相当額
（千円）

建物 10,721 3,806 6,914 －

工具、器具及び備

品
131,96170,25632,08529,620

ソフトウェア 210,897174,912 － 35,984

合計 353,580248,97538,99965,604

 
取得価額相当
額
（千円）

減価償却累計額
相当額
（千円）

期末残高相当
額
（千円）

工具、器具及び備

品
52,737 39,007 13,729

ソフトウェア 55,725 41,957 13,768

合計 108,463 80,964 27,498

　（注）　取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　（注）　　　　　　　 同左

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　未経過リース料期末残高相当額

(2）未経過リース料期末残高相当額

　　

１年内 50,398千円

１年超 51,371

合計 101,769

１年内 21,692千円

１年超 5,805

合計 27,498

リース資産減損勘定の残高 36,164千円 　 　

　（注）　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定

しております。

　（注）　　　　　　　 同左

３．当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額及び減損損失

(3）当期の支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及

び減価償却費相当額

支払リース料 154,905千円

リース資産減損勘定の取崩額

（注）
2,835

減価償却費相当額 135,500

減損損失 38,999

支払リース料    74,270千円

リース資産減損勘定の取崩額 36,164

減価償却費相当額 38,106

　　　（注）解約による取崩額を含めております。 　　　

４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

──────

　　

２．オペレーティング・リース取引

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに

係る未経過リース料

　 １年内 30,450千円

１年超 43,500

合計 73,950
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成21年２月28日）

当事業年度
（平成22年２月28日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

繰延税金資産（流動）  

未払金 18,613千円

解約違約金 5,821

賞与引当金繰入限度超過額 3,745

未払事業税否認額 3,085

その他 710

繰延税金資産（流動）合計 31,975

繰延税金資産（固定）  

税務上の繰越欠損金 79,076

減価償却超過額 19,098

長期未払金 89,324

退職給付引当金否認額 10,851

貸倒引当金繰入限度超過額 2,351,529

債務保証損失引当金否認額 324,459

関係会社株式評価損 430,666

子会社株式（会社分割により発生

した一時差異）
570,495

その他有価証券評価差額 13,590

その他 5,134

繰延税金資産（固定）小計 3,894,228

　評価性引当額 △3,162,507

繰延税金資産（固定）合計 731,720

繰延税金資産（流動）  

税務上の繰越欠損金 124,437千円

賞与引当金繰入限度超過額 3,722

未払事業税否認額 3,325

その他 623

繰延税金資産（流動）合計 132,109

繰延税金資産（固定）  

税務上の繰越欠損金 2,426,463

減価償却超過額 14,192

長期未払金 9,889

退職給付引当金否認額 10,634

貸倒引当金繰入限度超過額 120,967

債務保証損失引当金否認額 5,738

関係会社株式評価損 397,262

子会社株式（会社分割により発生

した一時差異）
573,189

その他有価証券評価差額 23,992

その他 5,670

繰延税金資産（固定）小計 3,588,000

　評価性引当額 △2,673,996

繰延税金資産（固定）合計 914,004

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.24％

（調整）  

評価性引当額 △36.71％

交際費 △0.69％

住民税均等割 △0.06％

その他 △0.18％

税効果会計適用後の法人税の負担率 2.60％

法定実効税率 40.43％

（調整）  

評価性引当額 △96.10％

交際費 4.77％

住民税均等割 0.48％

実効税率変更による差異 △3.56％

その他 0.69％

税効果会計適用後の法人税の負担率 △53.29％

　当事業年度より、法定実効税率を前期の40.24％から

40.43％に変更しております。これによる影響は軽微で

あります。　
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（企業結合等関係）

　　前事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）及び当事業年度（自　平成21年３月１日　至　平成22年２

月28日）

　　　該当事項はありません。　

　

（有価証券関係）

前事業年度（平成21年２月28日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度（平成22年２月28日現在）

　子会社株式で時価のあるものはありません。

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

１株当たり純資産額   260円40銭

１株当たり当期純損失金額 306円25銭

１株当たり純資産額 316円21銭

１株当たり当期純利益金額 57円67銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、１株当たり当期純損失であり、また、希薄化効果を有す

る潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、希薄化効果を有する潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

当期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
△4,225,779 795,765

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円）
△4,225,779 795,765

期中平均株式数（株） 13,798,632 13,798,628

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式の概要

新株予約権３種類（新株予約権の

数3,595個）。

これらの概要は、「第４提出会社の

状況、１　株式等の状況、

（2）新株予約権等の状況」に記載

のとおりです。　

新株予約権２種類（新株予約権の

数2,920個）。

これらの概要は、「第４提出会社の

状況、１　株式等の状況、

（2）新株予約権等の状況」に記載

のとおりです。　
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

（株式会社東京キャンの株式売却について） 　──────

　当社の子会社である株式会社Ｆ.Ｂ.Ｐパートナーズは、株

式会社東京キャンの全株式（１株）を、株式会社サント

レーディング・ホールディングスに対して、平成21年４月

30日付で売却いたしました。

　

①売却の理由

　当社グループで展開する店舗販売事業については、カタロ

グ・インターネット・小売店舗の複合チャネルによる事業

拡大を企図し、平成16年12月の株式会社Ｔ.Ｃターミナルの

株式譲受以降、事業基盤の確立に向けて様々な試みを続け

てまいりましたが、採算面において継続して大幅な赤字を

計上する結果となり、当社グループ業績低迷の主要因と

なっておりました。

　

　このため、店舗販売事業については整理・縮小の方針と

し、平成20年７月には株式会社Ｔ.Ｃターミナルの解散を決

定するとともに、株式会社東京キャンについても、事業運営

全般の見直しを行い損益ゼロベースの運営体制の構築を実

現すべく努めてまいりました。しかしながら、株式会社東京

キャンについては、その後も売上高が計画を下回る状況が

続き継続的な損失を計上する結果となったことから、独自

での事業基盤の建て直しは困難と判断いたしました。

　

　当該事業の整理方法については、順次、店舗閉鎖等を進め

ていく自主清算型をはじめ様々な観点から具体的な方策を

検討してまいりましたが、今後の追加資金負担や損失発生

等に関して当社の負担するリスクが最も少ないと見込まれ

ることから、当該株式の売却を決定したものであります。

　

②株式売却の相手会社の名称

　株式会社サントレーディング・ホールディングス

　（神奈川県横浜市）

　

③株式売却の時期

　平成21年４月30日

　

④売却する子会社の名称、事業内容及び当社との取引内容

　名　　称　　株式会社東京キャン（東京都渋谷区）

　事業内容　　衣料品等の製造卸小売業

　当社との　　店舗設備の賃貸、資金の貸付、経理業務

　取引内容　　受託

　

⑤売却する株式の数、売却価額、売却損益及び売却後の持分

比率

　売却する株式の数　　　１株

　売却価額　　　　　　　１円

　売却損益　　　　　　　０千円

　売却後の持分比率　　　0.0％
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前事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

当事業年度
（自　平成21年３月１日
至　平成22年２月28日）

──────　 　（集合動産根譲渡担保権設定契約について）

　 　当社及び当社の連結子会社である株式会社イマージュ、株

式会社アイム及び株式会社イマージュ・ネットは、平成22

年５月７日付で、株式会社百十四銀行との間で集合動産根

譲渡担保権設定契約を締結いたしました。

　 ①担保提供の理由　

　 　当社が株式会社百十四銀行に対して現在及び将来におい

て負担する金銭消費貸借債務、手形金債務、費用償還債

務、損害賠償債務その他一切の債務の弁済を担保するた

めであります。

　 ②担保の提供期間

　 　10年間。但し、被担保債務が全額弁済された場合には、本契

約は終了する。

　 ③担保提供資産の種類及び簿価

　 （種類）

　当社の連結子会社である株式会社イマージュ及び株式会

社アイムが所有するたな卸資産

（簿価）平成22年２月28日現在　

　株式会社イマージュ：1,674,607千円

　株式会社アイム：404,990千円
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（千円）

投資有価証

券

その他有

価証券

㈱百十四銀行 197,876 65,892

㈱スポーツプロジェクト高松 40 477

㈱イマージュソリューションズ 149 1,490

㈱ベネックス 12 600

計 198,077 68,460
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【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 5,281,34815,569 28,5155,268,4023,744,386114,4261,524,015

構築物 332,754 － － 332,754298,517 5,399 34,236

機械及び装置 503,590 830 － 504,420478,899 7,051 25,521

工具、器具及び備品 135,138 78,043 51,667 161,514 74,733 8,435 86,781

土地 5,757,745 － － 5,757,745 － － 5,757,745

建設仮勘定 － 94,443 94,443 － － － －

有形固定資産計 12,010,577188,886174,62612,024,8374,596,536135,3127,428,300

無形固定資産        

借地権 5,721 － － 5,721 － － 5,721

商標権 14,794 － 3,533 11,261 6,066 1,094 5,194

ソフトウェア 3,973 － 957 3,016 1,841 762 1,174

電話加入権 21,820 － － 21,820 － － 21,820

無形固定資産計 46,310 － 4,490 41,819 7,908 1,857 33,911

長期前払費用 18,741 400 14,839 4,302 2,413 1,605 1,888

繰延資産        

────── － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

　

【引当金明細表】

区分
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金　（注）１ 5,916,425155,9055,755,595 15,830 300,905

債務保証損失引当金

（注）２
806,310 － 378,642 413,474 14,193

　（注）１．当期減少額の（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。

　　　　２．当期減少額の（その他）は、業績回復に伴う取崩額288,274千円及び貸倒引当金への振替による減少額125,200千

円であります。あります。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　当事業年度末（平成22年２月28日現在）における主な資産及び負債の内容は次のとおりであります。

①　現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 66

預金  

当座預金 86,504

普通預金 3,288

別段預金 121

計 89,914

合計 89,981

②　売掛金

イ．相手先別内訳

相手先 金額（千円）

㈱イマージュ 29,048

㈱アイム 10,052

㈱イマージュ・ネット 1,486

合計 40,587

ロ．売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

(─────
(A) ＋ (B)

× 100)
(A) ＋ (D)
((─────)

２
÷ (B) ／365)

62,490 830,088 851,991 40,587 95.5 22.7

　（注）　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、「当期発生高」には消費税等が含まれております。

③　関係会社株式

区分 金額（千円）

㈱イマージュ 755,278

㈱アイム 289,965

合計 1,045,243

④　関係会社長期貸付金

区分 金額（千円）

㈱イマージュ 710,000

㈱Ｓ.Ｃパートナーズ　 260,000

㈱イマージュ・ネット 252,750

合計 1,222,750
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⑤　繰延税金資産（固定）

　　繰延税金資産（固定）は、914,004千円であり、その内容については「２　財務諸表等　（1）財務諸表　注記事項

（税効果会計関係）」に記載しております。

⑥　支払手形

イ．相手先別内訳

相手先 金額（千円）

凸版印刷㈱ 899

キャノンシステムアンドサポート㈱ 289

オカニシ造園 200

合計 1,389

ロ．期日別内訳

期日別 金額（千円）

平成22年３月 899

平成22年４月 200

平成22年５月 289

合計 1,389

⑦　短期借入金

相手先 金額（千円）

㈱アイム 2,065,000

㈱百十四銀行 1,340,000

㈱商工組合中央金庫 900,000

㈱香川銀行 400,000

合計 4,705,000

⑧　長期借入金

相手先 金額（千円）

トッパン・フォームズ㈱ 400,000

㈱百十四銀行 339,500

㈱商工組合中央金庫 64,000

㈱香川銀行 25,000

合計 828,500

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月31日

２月末日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り  

取扱場所
（特別口座）

東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

取次所 ─────

買取手数料 １株当りの買取価格に１単元の株式数を乗じた合計金額のうち

100万円以下の金額につき　　　　　　　　　　1.150％

100万円を超え500万円以下の金額につき　　　 0.900％

500万円を超え1,000万円以下の金額につき　　 0.700％

（円未満の端数を生じた場合には切り捨てる）

ただし、１単元当りの算定金額が2,500円に満たない場合には、2,500円とす

る。

公告掲載方法

電子公告により行う。但し、電子公告によることができない事故その他やむ

を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http：//www.image-hd.co.jp/

株主に対する特典

２月末日及び８月31日現在の300株以上保有の株主に対して、当社グループ

が販売する化粧品「ライスフォース」の8,000円相当の商品を贈呈。また、

希望する株主に対して「イマージュ」カタログと当該カタログ商品の10％

割引ハガキを贈呈。

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項の規定によ

る請求をする権利並びに株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権

利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

 　当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類

　事業年度（第36期）（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）平成21年５月29日四国財務局長に提出

(2）有価証券報告書の訂正報告書

　　　平成21年６月４日四国財務局長に提出

　事業年度（第36期）（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。

(3）四半期報告書及び確認書

（第37期第１四半期）（自　平成21年３月１日　至　平成21年５月31日）平成21年７月14日四国財務局長に提出

（第37期第２四半期）（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）平成21年10月14日四国財務局長に提出

（第37期第３四半期）（自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日）平成22年１月14日四国財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書

    

   平成21年５月28日

株式会社イマージュホールディングス   

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岡林　正文　　印

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 髙田　 武　 　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社イマージュホールディングスの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表

について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に

対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

イマージュホールディングス及び連結子会社の平成21年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成17年２月期以降継続的な営業損失を計上し、当連結会計年度に

おいても2,810百万円の当期純損失を計上した結果、一時的な運転資金の不足が生じる可能性のある状況にあり、継続企業

の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況への対応等は当該注記に記載されている。連結財務諸表は、継続企業

を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別

途保管しております。

　連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

   平成22年５月27日

株式会社イマージュホールディングス   

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岡林　正文　　印

 
指定有限責任社員 

業務執行社員
 公認会計士 髙田　 武　 　印

 
指定有限責任社員 

業務執行社員
 公認会計士 田中　賢治　　印

＜財務諸表監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている
株式会社イマージュホールディングスの平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表
について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に
対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法
人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として
行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連
結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと
判断している。
　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
イマージュホールディングス及び連結子会社の平成22年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年
度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
追記情報　
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社及び会社の連結子会社である株式会社イマージュ、株式会社アイム及び株
式会社イマージュ・ネットは、平成22年５月７日付で、株式会社百十四銀行との間で集合動産根譲渡担保権設定契約を締結
している。
　
＜内部統制監査＞
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社イマージュホールディン
グスの平成22年２月28日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内
部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明
することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない
可能性がある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監
査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの
合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評
価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、株式会社イマージュホールディングスが平成22年２月28日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると
表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に
準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上

　
　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する形で別
途保管しております。
　連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

    

   平成21年５月28日

株式会社イマージュホールディングス   

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岡林　正文　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 髙田　 武 　　印

     

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社イマージュホールディングスの平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第36期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社イ

マージュホールディングスの平成21年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は平成17年２月期以降継続的な当期純損失を計上し、当事業年度にお

いても4,225百万円の当期純損失を計上した結果、一時的な運転資金の不足が生じる可能性のある状況にあり、継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況への対応等は当該注記に記載されている。財務諸表は、継続企業を前提

として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。

　財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

   平成22年５月27日

株式会社イマージュホールディングス   

 取締役会　御中  

 有限責任監査法人トーマツ  

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岡林　正文　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 髙田　 武 　　印

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田中　賢治　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社イマージュホールディングスの平成21年３月１日から平成22年２月28日までの第37期事業年度の財務諸表、すな

わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社イ

マージュホールディングスの平成22年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての

重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社及び会社の連結子会社である株式会社イマージュ、株式会社アイム及び株

式会社イマージュ・ネットは、平成22年５月７日付で、株式会社百十四銀行との間で集合動産根譲渡担保権設定契約を締結

している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で別途保

管しております。

　財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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